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IPFMについて 
「核分裂性物質に関する国際パネル(IPFM)」は、2006年に設立された独立のグループで、
核兵器国及び非核兵器国を含む18カ国の軍備管理・核不拡散問題の専門家で構成される。  

IPFM の使命は、高濃縮ウランとプルトニウムの保管体制の強化、保管場所の整理・統
合、そして蓄積量の低減を実現するために実際的で達成可能な政策イニシアティブを策
定する際に課題となる技術的問題を分析することにある。これらの核分裂性物質は、核
兵器の主要構成材料であり、その適切な管理は、核軍縮・核拡散防止のため、そして、
核兵器がテロリストの手に渡らぬように保証するためには不可欠な要素である。 

軍事用及び民生用の核分裂性物質はともに対処しなければならない。核兵器国は、未だ
に、核兵器及び海軍用燃料として核兵器何万発分もの核分裂性物質を保有している。民
生用の側では、同様の数の核兵器を作るのに十分な量のプルトニウムが使用済み燃料か
ら分離されてしまっている。高濃縮ウランは、百ヶ所以上の場所で民生用原子炉の燃料
として使われている。この目的のために使われている量は、合計すると、何百発もの広
島型原爆――テロリスト・グループの能力に入りうる設計――を作るのに十分なもので
ある。 

IPFM は、プリンストン大学のアレクサンダー・グラザー及びジア・ミアンと長崎大学
の鈴木達治郎が共同議長を務める。29人のメンバーは、ブラジル、カナダ、中国、フラ
ンス、ドイツ、インド、イラン、日本、韓国、メキシコ、オランダ、ノルウェー、パキ
スタン、ロシア、南アフリカ、スウェーデン、英国、米国の核問題専門家である。メン
バーの略歴は、IPFMのウェブサイトwww.fissilematerials.org で見ることができる。 

IPFM の研究・報告書は、国際機関、各国政府、非政府機関等と共有される。報告書は
IPFMのウェブサイト及びブログwww.fissilematerials.org/blogから入手することがで
きる。 

プリンストン大学の科学・世界安全保障プログラムが IPFM の事務・研究サポートを提
供している。 

IPFM は、ジョン・D・アンド・キャサリン・T・マッカーサー財団（シカゴ）及びカー
ネギー・コーポレーション（ニューヨーク）からプリンストン大学に提供された助成金
によって支えられている。  
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要約 
冷戦がもたらした一つの危険な遺産は、約220トンの兵器級プルトニウムである。その
うちの95％を米ロ両国が所有している。米ロは、冷戦の終焉以来、その核兵器保有量を
大幅に減らしており、このプルトニウムの多くが余剰となっている。 

1994年、米国エネルギー省は、同省が保有する兵器級プルトニウムの約半分に当たる38
トンを余剰と宣言した。この量は後に、非兵器級プルトニウムを含め約50トンに増加し
た。同じ年、米国科学アカデミーの組織したハイレベル委員会は、貯蔵中の分離済みプ
ルトニウムを「今そこにある危機 a clearand present danger」と呼んだ。盗難の可能
性があるためである。そして、このプルトニウムの処分を遅らせることがないよう呼び
かけた。 

2000年、米ロはそれぞれ、余剰プルトニウム34トンを処分することで合意した。主と
して、軽水炉のウラン・プルトニウム混合酸化物（MOX）燃料として使うとの計画であ
る。ロシアがこの取り組みに参加するよう促すため、米国は、ロシア側のコストのほと
んどを支払うことを申し出た。処分は、2007年末までに始まるはずだった。 

しかし、軽水炉 MOX 燃料計画の予定は遅れ、見積もりコストは上昇した。米国は、ロ
シアの計画に対する資金提供の約束を増大させ続けることはできないと判断し、2010
年、兵器用プルトニウムをプルトニウム増殖実証炉の燃料として使いたいというロシア
側の希望を受け入れることにした。残念ながらロシアは、同実証炉で照射された燃料か
らプルトニウムを分離してリサイクルする計画である。したがって、ロシアにおけるプ
ルトニウム盗難の危険は減らない。 

米国の軽水炉MOX計画の見積もりコストは急速に上がり続けた。現時点で10倍以上と
なっている。2013年、オバマ政権は、これは「負担しきれないかもしれない」として、
費用がもっと少なくてすむ代替方法を探求することを決めた。 

これと並行して、民生用分離済みプルトニウムの余剰問題がフランス、日本、ロシア、
英国で生じている。これら国々は、すべて、1960年代から70年代にかけて使用済み燃
料の「再処理」（プルトニウム分離）計画を開始した。元々は、消費した以上のプルト
ニウムを生み出せる新型原子炉「増殖炉」の初期装荷燃料を提供するのが目的だった。
民生用プルトニウムは「兵器級」ではないが、核兵器用に使うことはできる。したがっ
て、軍事用余剰プルトニウムと同じく「今そこにある危機」である。 

2013年末現在、民生用分離済みプルトニウムの量は260トンに達している。長崎型原爆
3万発以上に当たる量である。しかし、増殖炉の商業化は、不確かな将来の彼方に遠ざ
かっている。 

このため、フランスのコジェマ社（現アレバ社）は、1987年から自社と外国の再処理顧
客の分離済み民生用プルトニウムを使って MOX 燃料を製造している。プルトニウムを
発生元の軽水炉に戻して使うためである。英国もその顧客のために MOX 燃料製造工場
を建てたが、2011年にこれを放棄している。修正不能の設計上の欠陥のためである。日
本もMOX燃料製造工場の建設を進めているが、その完成は大幅に遅れている。 

使用済み燃料からプルトニウムを分離する際の膨大なコストを除外しても、プルトニウ
ムを MOX 燃料にするコストだけで、低濃縮ウラン燃料の価格より高くなる。米国の場
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合は20倍ほどである。したがって、MOX 燃料の使用というのは廃棄物処分計画とみな
さなければならない。となると、別の方法を使うことにより、もっと安いコストで同等
の結果を得ることができないかと考えるのは当然のことである。 

また、プルトニウムを MOX 燃料にして原子炉で照射しても、プルトニウムの消滅には
繋がらないという点を理解することが重要である。プルトニウムの一部は核分裂を起こ
すが、軽水炉で使った使用済み MOX 燃料に含まれるプルトニウムその他の超ウラン元
素の量は、未使用のMOX燃料内の量の66％に達する。リサイクルを繰り返えしてプル
トニウムをさらに減らすというのは現実的ではない。なぜなら、プルトニウムの同位体
組成が変わり、軽水炉内での核分裂が難しくなっていくからである。 

米国では、エネルギー省の「プルトニウム処分作業グループ」（以下、「作業グループ」）
が2014年に、最も低コストのオプションはニューメキシコの「廃棄物隔離パイロット・
プラント（WIIP）」での処分だとの結論を下している。WIIP は、ニューメキシコ州の
地下650メートルの岩塩層に作られた処分場で、すでに、プルトニウムで汚染された核
兵器計画関連の廃棄物の埋設が進められている。WIIP のミッションを拡大して米国の
余剰プルトニウムのすべてを扱えるようにすることが政治的に可能か否かは定かではな
い。 

米国のプルトニウム処分計画は、元々は、セカンド・トラックを持っていた。サウスカ
ロライナ州サバンナ・リバー・サイトにエネルギー省の施設でガラス固化されつつある
高レベル放射性廃棄物の中にプルトニウムを埋め込むというものである。「処分作業グ
ループ」はこのオプションを使うにはもう遅すぎると考えている。しかし、全部ではな
いとしても、少なくとも、相当量の米国の余剰プルトニウムにとっては遅すぎるという
ことはないかもしれない。エネルギー省が一部の放射性廃棄物のために開発中のもう一
つのオプションは、地下数キロメートルに掘ったボアホール（超深孔）を使うものであ
る。また、使用済み燃料を入れて地下深くの処分場に定置する容器に、一部の固定化し
たプルトニウムを入れるという手もあるかもしれない。これらの戦略は、実施される「時
間窓」によって二つあるいはそれ以上を組み合わせることになるかもしれない。 

MOX に代わるプルトニウム処分方法についての議論を最もオープンに行っているのは
米国だが、フランスと日本の MOX 計画も将来も極めて不確かである。日本の MOX 計
画は地元で安全性に対する懸念のために、福島事故以前の段階で約10年遅れていた。フ
ランスのMOX計画は、コスト削減を望む国営電力会社 EDF と、フランスのプルトニウ
ム・リサイクル施設群を運営するアレバ社との間の闘いの焦点となっている。また、MOX
燃料を照射するためにフランスが使っている原子炉はだんだん古くなっている上、アレ
バが抱える使用不能のMOX燃料の量は増え続けている。 

どのプルトニウム処分方法を採用するにせよ、「検証下での核軍縮」の将来にとって、
核兵器国におけるプルトニウム処分を――非核兵器国でやっているように――「国際原子
力機関（IAEA）」が検証することが肝要である。 
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序論 
世界の分離済みプルトニウムの量は、冷戦の始まり以来ずっと増え続けている。冷戦の
終焉と共に、米、ロ、英、仏、中の各国は兵器用プルトニウムの生産を中止し、米ロ両
国は核兵器の量を大幅に削減し、両国の兵器級プルトニウムの総量の40％を余剰と宣言
した（図1）。 

1960年代から70年代にかけて、民生用目的のために使用済み燃料からプルトニウムを
大規模な形で分離することがフランス、ロシア、英国で始まった1。図１は世界の民生用
プルトニウムの量が過去20年にわたって増え続けていることを示している。民生用再処
理計画を持つ国々が1997年にプルトニウムの分離と使用のバランスを達成することが
必要だと合意したにもかかわらずである2。 

したがって、世界には大量の余剰プルトニウムがある。民生用プルトニウムが核兵器に
使用可能であることからすると3、この余剰プルトニウムの総量――核弾頭約10万発分4―
―は世界の安全保障にとって大きな課題である。 
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図 1  世界の分離済みプルトニウム量の増大と世界の運用態勢の核兵器の核弾頭数の増大と
減少：1945-2013 
軍事用プルトニウムの量は米ロ両国の余剰プルトニウム処分プログラムが遅れているため横
這い状態にある。民生用プルトニウムの方は増え続けている。使用済み燃料からプルトニウム
を分離する速度が新しい燃料でのプルトニウムの使用の速度を大きく上回っているためであ
る。運用状態の核弾頭の推定規模を同じスケールにするために、それぞれの核弾頭には平均し
て3kg のプルトニウムが入っている想定。これだと、1960 年代の米国のプルトニウム量に関
しては過大推定となるようである。出典：Military plutonium: IPFM, Global Fissile Material Report 
2010, Balancing the Books: Production and Stocks and Global Fissile Material Report 2013. 
Civilian plutonium: David Albright, Frans Berkhout and Willliam Walker, Plutonium and Highly 
Enriched Uranium 1996 (Oxford University Press, 1997) through 1996 and Global Fissile Material 
Report 2013, Appendix 1.3 thereafter. Nuclear warheads: Hans Kristensen and Robert Norris, 
“Global nuclear weapons inventories, 1945 ‒ 2013” Bulletin of the Atomic Scientists Vol. 69, No. 5 
(2013) pp. 75 ‒ 81 



 

MOX利用に代わる道  5 

これまでのところ、余剰軍事用プルトニウム・民生用分離済みプルトニウムを持つ国は
すべて、このプルトニウムを原子炉の燃料に使っているか、これから使うことを計画し
ている。本報告書は、これらの計画の歴史を振り返り、燃料としての使用に代わる直接
処分のオプションを検討する。表1 は世界の分離済みプルトニウムの量を国別に示した
もので、4つの範疇に分けている。1) 核兵器中あるいは核兵器用予備、2)余剰と宣言さ
れた核兵器用、3)民生用、4)その他（起源あるいは目的について追加的説明を要するも
の）。 

 

1970年代に大規模な民生用プルトニウム分離が始められた元々の目的は、液体ナトリウ
ム冷却プルトニウム増殖炉に初期装荷燃料を提供することだった。増殖炉を商業化する
計画は、フランス、ドイツ、日本、英国、米国で1980年代から90年代にかけて公にあ
るいは実質的に放棄され、インド及びロシアで何十年も遅れている。現在、ロシアは、
軍事用余剰プルトニウム34トン、それに、民生用分離済みプルトニウム50トンを2つの
原型増殖炉で使う計画である。1980年代から運転されている BN-600と新しい BN-800
（電気出力約80万キロワット）である8。インドは、分離済み原子炉級プルトニウムのほ
とんどすべて（表１で「その他」となっているもの）を電気出力50万キロワットの原型
高速増殖炉で使うことにしている。 

増殖炉の商業化計画の放棄・頓挫を受けても、フランスと日本は軽水炉の使用済み燃料
からのプルトニウム分離を止めず、分離されたプルトニウムを同じ軽水炉の補助燃料と
するウラン・プルトニウム「混合酸化物（MOX）」燃料の製造に使うことを決めた。し
かし、1976年以来、フランスは自国の軽水炉使用済み燃料から分離したプルトニウムの
3分の2ほどしか使えていない。その結果、フランスには大量の民生用分離済みプルトニ
ウムが溜まり、現在も増え続けている。日本は、国内外で分離したプルトニウムの約5％
しか使えていない。 

1994年に増殖炉計画が放棄されて以来、プルトニウム処分計画を持ってこなかった英国
は、今になってやっと、その膨大な量の――世界最大――民生用分離済みプルトニウムの

 
国 

 
米国 

未照射プルトニウムの量（単位：トン） 

核兵器または
予備 
38.3 

核兵器目的に余
剰と宣言5 

43.4 

民生用 
 
‒ 

その他6 

 
6.6 

ロシア 88 * 34 50 ~ 6 

英国 3.2 0.3 99.6 4.1 

フランス 6 * 0 60.2 ‒ 

中国 1.8 * 0 0.014 ‒ 

インド 0.54 * 0 ~ 0.5 ~ 4.7 

イスラエル、パキスタン、北朝鮮 1.0 * 0 0 ‒ 

日本 0 0 47.1 ‒ 

その他の非核保有国 0 0 57 ‒ 

合計 138.8 77.7 262.4 21.4 

表 1 世界の分離済みプルトニウム量：2013 年末 
出典：Global Fissile Material Report 2013 (*印) and national declarations to the IAEA in annual 
INFCIRC/549 updates. 
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処分方法を検討している。英国はまた、日本のその他の国のために分離した20トン以上
のプルトニウムの処分をしてもいいと申し出ている。 

元々の計画は、各国のプルトニウム MOX 燃料にして送り返すはずだった。しかし、セ
ラフィールドのMOX工場は技術的失敗に終わり、2011年に閉鎖されてしまった。 

2010年、米国は、ロシアとの「プルトニウム管理・処分協定」において、同協定の対象
となる34トンの兵器級プルトニウムのすべてを MOX 燃料として処分すると約束した9。
2014年末の時点で米国エネルギー省が MOX 燃料工場の建設に注ぎ込んだ額はすでに
約50億ドルに達している――当初見積もりの4倍――が、工場の進捗率は半分ほどである。 

その上、完成後の年間運転コスト推定は約7億ドル／年に高騰した10。このため、オバマ
政権は、2010年、MOXによるプルトニウム処分の道は「負担しきれないかもしれない」
として、プルトニウム処分の代替オプションの検討を開始した11。これらのオプション
については後で見る。 

この序論の残りの部分では、薄れゆく民生用プルトニウム分離の正当化の議論について
検討し、プルトニウムの起源が民生用であれ軍事用であれ、プルトニウム処分に関する
国家政策を定める際の根本とするべき基本原則のいくつかについて述べる。序論に続く
各章では、フランス、日本、英国、米国のプルトニウム処分計画の現状、プルトニウム
直接地下処分の各種のアプローチ、そして、IAEA が非核兵器国のプルトニウム処分計
画だけでなく、核兵器国のものについてもモニタリングを実施する必要について論じる。 

薄れゆく民生用プルトニウム分離の正当化の議論 

IPFM は、増殖炉計画の歴史、世界の使用済み燃料管理計画、仏・日・英の再処理計画、
そして、米 G・W・ブッシュ政権の再処理計画について報告書を出してきた。また、2015
年中に再処理に関する世界の状況について新しい報告書を出すことになっている。これ
らの報告書についてはIPFMのウエブサイトwwwfissilematerialsをご覧いただきたい。
以下は、概観である。 

使用済み発電用原子炉燃料からプルトニウムを分離することを正当化する主要な議論と
しては次の3つのものが順番に出されてきた。 

1. 増殖炉用の初期装荷燃料を提供する 

2. 軽水炉用のために補助的燃料としてMOX燃料を提供する 

3. 使用済み燃料の管理 

プルトニウム増殖炉 

民生用プルトニウムの分離は、元々、高品位のウラン鉱床は希少で、ウラン利用効率の
ずっと高い原子炉が近々必要になるとの考えを出発点として取り組まれた。液体ナトリ
ウム冷却高速中性子プルトニウム増殖炉は、ウラン利用効率がずっと高くなるはずだっ
た。なぜなら、最終的な燃料は、天然に存在するウランのなかで連鎖反応を起こす唯一
の同位体であるウラン235（天然ウランの0.7％）ではなく、ウラン238（99.3％）だか
らである。増殖炉は、原子炉で生み出されたプルトニウム（連鎖反応維持能力を持つ）
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を燃料にして運転されるが、その間、ウラン238の核変換によって、消費した以上のプ
ルトニウムを生み出す12。 

1975年には、2000年までに200ＧＷｅ（電気出力2億キロワット）の増殖炉発電容量の
建設を進めなければならないと予測されていた。そのほとんどが1990年代に建設される
ということだった。平均して、毎年、1000MWe（＝１Gwe＝電気出力100万キロワッ
ト）の増殖炉を20基建設することになる13。電気出力100万キロワットの増殖炉の運転
を始めるには約9トンのプルニウムが必要となる。これで、最初の炉心と、その炉心の
半分の初回取り替え用が賄える。その後は、炉心と、それを取り囲むウランの「ブラン
ケット」の再処理によって追加的プルトニウムが提供できるようになる14。通常の軽水
炉の使用済み燃料は約１％のプルトニウムを含んでいる。新しく建設される増殖炉の発
電容量に合わせて運転開始用のプルトニウムを提供するには、毎年、約1万8000トンの
軽水炉の使用済み燃料を再処理することが必要になる。これは、電気出力100万キロワ
ットの軽水炉900基――現在の世界の原子力発電容量の2倍――から出てくる使用済み燃
料の量に相当する。 

しかし、増殖炉は商業化されなかった。経済性が低いからである。液体ナトリウム冷却
炉の資本コストは、常に、軽水冷却炉の資本コストより高いものになっており、しかも
その差は相当大きい。原子炉の全体的コストにとって最も重要なのは資本コストである。
ナトリウムは空気や水と接触すると燃えるから、ナトリウム冷却炉は事故を起こしやす
く、維持が難しい。このため、炉の稼働率が下がり、このことが発電電力（キロワット
時）当たりのコストをさらに上げることになる。使用済み燃料の再処理とプルトニウム
を含む燃料の製造もやはり非常に高くつく。これらの追加的コストを相殺するには、ウ
ラン価格が大幅に上がらなければならない。 

過去50年間、天然ウランの価格は、恒常ドルで見ると、需給の短期的不均衡によって上
下しているが、上昇傾向にはない（図2）。また、100ドル/kg では、ウランのコストは、
電気料金にして0.2セント/kWh にしかならない。新しい軽水炉の電力コストの２％ほど
である15。  
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IAEA と OECD の「原子力機関（NEA）」とが共同で出している『ウラン2014』によ
ると、 

「発電用原子炉における現在のウランの消費率を使うと、既知資源ベースで
原子炉用供給150年分以上を賄うに十分である。さらに、在来型ウラン資源
全体を活用すれば、300年分を優に超えることになるだろう。」16 

この「資源ベース」は、価格が上がれば急速に増えると予測される17。 

1980年代から90年代にかけて、米国、ドイツ、英国、フランスの各国はすべて、増殖
炉を商業化する取り組みを放棄した18。ロシアとインドは継続した。ロシアは、2014年
に新しい電気出力80万キロワットの原型増殖炉の臨界を達成した19。インドは、電気出
力50万キロワットの原型炉の臨界を2015年に達成したいと考えている20。 

中国は、小型の電気出力2万キロワットの実験高速中性子炉（CEFR）を持っている。こ
の炉は、2011年に短期間だけ送電線に接続され、全出力にして1時間分の電力を発電し
ただけで、その後は、運転されていなかった。3年後に3日間だけ運転された21。中国の
増殖炉計画の将来は、現在、極めて不確かな状況にある。 

軽水炉用MOX燃料としての使用：プルトニウムをMOX燃料として軽水炉で使用する
ことによって節約される低濃縮ウラン燃料の割合はごくわずか――約8分の１――だが、
MOX 燃料は低濃縮ウランと比べずっと高くつくことが判明している。だが、フランス
と日本の再処理に関する章で詳細を述べるように、両国では、再処理計画をキャンセル
することが政治的に難しいと感じられている。 

使用済み燃料の管理：再処理推進派は、再処理をすれば、地下深部の処分場に入れなけ
ればならない放射性廃棄物の量と寿命が劇的に低減すると主張する。この主張の最も単
純化したバージョンは、使用済み軽水炉燃料の質量の約95％を占める酸化ウランを分離
すればこれを地下深部に処分する必要がなくなるというものである。 

この主張は、少なくとも3つの理由から、誤解を招くものだということができる。 

1. 再処理で出てくる放射性廃棄物の質量は、処分のためにガラス内に閉じ込めると数
倍に増える。さらに、再処理と MOX 燃料製造の過程で、深地下処分を必要とする
新しい放射性廃棄物の「流れ」が生まれる。これらの事実を考慮すると、再処理と
軽水炉用 MOX 燃料でのプルトニウムの使用は深地下処分を必要とする放射性廃棄
物の量を大幅に減らしはしない22。 

2. 処分場の体積あるいは面積を決めるのは放射性廃棄物の量ではない。スウェーデン
の処分場設計――フィンランドやその他の処分場を真剣に計画しているほとんどの
国々で採用された方式――においては、使用済み燃料あるいは再処理廃棄物の固化体
を入れたキャニスター（容器）は、ベントナイト粘土で囲まれている。水の流れを
止める能力を維持するには、ベントナイト粘土は水の沸点以下の温度に保たなけれ

図 2 米国の原子力発電会社が1965～2013 年に支払った平均ウラン価格（恒常ドル） 
2014年として示されている価格はスポット・マーケットの価格。出典： For 1965 and 1968 ‒ 
1971 , Statistical Abstract of the United States 1975, Table 905; for 1975 and 1980, Statistical 
Abstract of the United States 1991, Table 981; for 1981 ‒ 1993 from the U.S. Energy Information 
Agency’s (US EIA’s) Annual Energy Review (2012), Table 9.3; 1994 ‒ 2012 from US EIA Uranium 
Marketing Annual Report (2012); and, for 2014 spot price, Nuclear Intelligence Weekly, 4 July 
2014. GDP inflators from U.S. Bureau of Economic Analysis. 
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ばならない。このことが、キャニスターに入れることのできる発熱廃棄物の量を制
限し、キャニスター間にスペースを設けることを必要とする。互いのベントナイト・
オーバーパック（緩衝材）の温度を上げすぎないようにするためである。フィンラ
ンドの処分場のために行われた計算によると、使用済み燃料1トン当たり100平方メ
ートルの面積が必要との結果が出ている。体積だけを考えた場合よりもずっと大き
な面積である23。放射性廃棄物の生み出す崩壊熱の総量が処分場の面積を決めるので
ある。再処理廃棄物の熱と、プルトニウムのリサイクルの結果生じる使用済みMOX
燃料の熱とを合わせると、再処理がない場合に直接処分される元の使用済み低濃縮
ウラン燃料の熱と同じ程度である24。 

3. 使用済み燃料が再処理のために切断されると、中にある放射性ガスの一部が大気中
に放出される。クリプトン85（半減期11年）と炭素14（半減期5700年）が主なもの
である。「原子放射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）」は、1997年
までに再処理により大気中に放出された炭素14は、向こう1万年の間に5万8000人シ
ーベルトの追加的被曝を世界の人口にもたらすと推定した25。これは、同じ期間に予
測される自然及び医療放射線による被曝線量と比べるとわずかな増加でしかないが、
その尺度でいうと、再処理によって低減できると主張されている処分場からの漏洩
による線量も同じく取るに足らないものとなる。 

再処理推進派が利点として主張する放射性廃棄物の寿命（つまりは毒性）の劇的な低減
に関して言うと、これは、プルトニウムを MOX 燃料に入れて軽水炉内を1回通しただ
けでは達成できない。だが、軽水炉の MOX 燃料としてプルトニウムの使用を繰り返す
のは、次第に難しくなる。MOX 燃料の中で増えていく長寿命のプルトニウム同位体の
一部と、プルトニウムから生じるもっと重い超ウラン元素は、軽水炉の遅い中性子では
効率的に分裂させることができないからである。 

このことは、高コストの高速中性子炉を正当化する新たな議論となるが26スウェーデン
の使用済み燃料処分場からの漏れについてのシミュレーションの結果、プルトニウムや
その他の長寿命超ウラン元素は地下に埋めた使用済み燃料の長期的毒性の支配的な部分
ではないことが判明している。これは、超ウラン元素は深い所の地下水の中では比較的
溶けにくく、地表まで移動しないためである。その結果、地表の住民の被曝線量におい
て中心的な役割を果たさないのである27。 

フランスの「原子力安全局（ASN）」は、2013年、フランスの処分場に関して同じよう
な結論に達している。 

「マイナー・アクチニド［プルトニウム以外の超ウラン元素］の核変換（ト
ランスミューテーション）は、深地層処分の放射能面での影響を大きく変
えることはない。なぜなら、影響は主として核分裂生成物及び放射化生成
物によるものだからである・・・従って、ASN はアクチニド［プルトニウ
ムその他の超ウラン元素］の核変換によって得られると予測される安全性、
放射線防護及び廃棄物管理面での利点はわずかだと考える。」28 

日本の経済産業省の放射性廃棄物管理問題に関する中心的アドバイザーも同じ結論を述
べている。 

「資源活用［つまりは使用済み燃料内のウラン及びプルトニウムからエネル
ギーをさらに取り出すこと］が目的でないなら再処理せず［使用済み燃料
を］直接処分した方がいい」29 
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プルトニウム処分の基本 

分離済みプルトニウムは、軍事用のものであれ、民生用のものであれ、核兵器に使うこ
とができる。このためにこそ、使用済み燃料の再処理が論争を呼んでいるのである――
とりわけ、1974年にインドが「平和目的」の再処理計画を核兵器計画の基礎として使う
ことができることを示して以来、そうである30。近年は、国家による核拡散の懸念の他
に、非国家グループによる核テロの可能性に関する懸念が加わっている。非国家グルー
プにとってプルトニウムを使って核爆弾を作るのは簡単ではないが不可能でもない31。
また、都市地域で飛散させれば、数キログラムの酸化プルトニウム（民生用分離済みプ
ルトニウムが貯蔵される化学形態）で集団パニックを起こし、被曝した集団の生涯を通
してみると数百人の死をもたらすことができる32。 

分離済みプルトニウムはセキュリティー（保安措置）の確かな形で貯蔵する必要がある
のはこのためである。プルトニウム処分オプションに関する1994年の米国「科学アカデ
ミー（NAS）」の報告書は、「貯蔵核兵器基準」を提唱している。分離済みプルトニウ
ムの貯蔵・処理過程における保安体制は、核兵器用のものと同じ程度に堅固なものでな
ければならないという考え方である33。 

この報告書を出した NAS の研究グループは、また、処分された後のプルトニウムは、
使用済みプルトニウムの中のプルトニウムと同じ程度にアクセスの難しい状態にするこ
と、つまり「使用済み燃料基準」を勧告した34。使用済み燃料の中のプルトニウムは、
濃度が低い（重量にして１％程度）うえ、核分裂生成物と混ざっている。この核分裂生
成物のために、使用済み燃料から1メートルの距離で1シーベルト/時以上のガンマ線レ
ベルが約100年にわたって維持される35。使用済みMOX燃料としての処分はこの使用済
み燃料基準を満たす。しかし、元々プルトニウムを取り出した際の再処理の結果生じた
廃棄物と余剰プルトニウムを混ぜても基準を満たせる。また、プルトニウムを［何らか
の母材の中に］固定化（immobilize）した後、数キロメートの深さのボアホール（超深
孔）に入れても基準を満たせるかもしれない。 

米ロのプルトニウム処分プログラムには、両国のプログラムが互いに関連づけられてい
るために、さらに2つの条件が付いている。 

1. 計画がもう一方の国にとって受け入れられるものであること。2000年、ロシアは、
米国のプログラムについて、プルトニウムのほとんどを照射によって兵器級から非
兵器級の同位体組成に変えるもの以外は受け入れないと表明した――非兵器級プル
トニウムでも核兵器に使うことができるにもかかわらず36。この件に関するロシアの
姿勢のために、米国は協定の対象になっている34トンのプルトニウムの内、少なく
とも25トンについては処分方法としてMOXを採用せざるを得なくなった。 

2. 両国はまた、他方の国のプルトニウム処分を検証する権利を持つという点で合意し
た。両国の間の核兵器制限・削減のための合意は、伝統的に検証されてきたためで
ある。両国はまた、両国のプルトニウム削減協定は、非核兵器国の核物質を監視し
ている IAEA によって検証が実施されれば、核軍縮に向けたステップとして、より
真剣に受け取られるだろうという点でも合意した。このため、両国のプルトニウム
処分協定は次のような約束をしている。 

「各当事者は、他方当事者との協力の下に、早期に国際原子力機関（IAEA）
と協議を始め、同機関が各当事者の処分プログラムに関して検証措置を実
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施できるよう適切な協定を同機関と締結するのに必要な他のすべてのステ
ップを講じるものとする。」37 

2014年末時点で、米ロ両国は、それぞれのプルトニウム処分をいかにして検証するかに
ついて、照射済みプルトニウムを含有する使用済み燃料をどれだけの期間、保障措置下
に置くかと言う点も含め、IAEA と合意に達していない。 

プルトニウムの分離と再利用を無期限にわたって続けるというロシアの計画は、「プル
トニウム管理・処分協定」を交渉した目的の1つ――非国家グループによる分離済みプル
トニウムの盗取のリスクを減らすというもの――を台無しにする38。
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フランスと日本 
増殖炉計画の実質的無期限延長にも関わらず、フランスと日本の政府は、使用済み燃料
の再処理のコミットメントを維持し続け、その結果生じた分離済みプルトニウムを軽水
炉のMOX燃料として処分することを決めた。 

フランスでは、使用済み低濃縮ウラン燃料の再処理と回収されたプルトニウムの MOX
燃料としての使用は、比較的上手く行っている――経済的にではないにしても技術的に
は。分離済みプルトニウムの MOX としての処分は、フランスの欧州再処理顧客国であ
るベルギー、ドイツ、スイスに関しても比較的上手く行っている。これらの国々は再処
理契約の更新をしなかったが、2013年末の時点で、アレバ社が自国のために分離したす
べてのプルトニウムを処分することにほぼ成功している39。 

日本では、プルトニウムの使用はこれまでのところ、大体、失敗に終わっている。2.2
兆円40の費用を掛けた国内施設、六ヶ所再処理工場の建設は20年近く遅れている。現在
の竣工予定は2016年3月である41。しかし、日本はすでに約50トンの分離済みプルトニ
ウムを保有している。一部は、国内で分離されたものである。1977年から2006年まで
運転されたパイロット規模の東海再処理工場42で分離されたもの、それに、2006－08年
の六ヶ所再処理工場における「ホット試験」で分離されたものである。しかし、ほとん
どは、ヨーロッパで分離されている。英国のセラフィールド施設群における2683トンの
使用済み軽水炉燃料と1510トンのガス冷却炉燃料の再処理、そして、フランスのラアー
グにある UP3再処理施設群における2945トンの軽水炉燃料の再処理の結果である43。 

英仏両国にあるプルトニウムは、MOX燃料の形で1999年から日本に返還されることに
なっていた。しかし、英国の MOX 実証工場は品質管理計測データ捏造のスキャンダル
のあと閉鎖され、セラフィールド MOX 工場は、平均して設計生産量の１％しか生産で
きないまま2011年に放棄された。1999年から2014年の間にフランスは、日本に4.4ト
ンのプルトニウムを含む MOX 燃料を送ったが、日本は1.9トンしか照射できていない。
これは、地域レベルにおける安全性に関する住民の不安のためにもたらされた遅延のた
め、そして、2011年以後は、福島事故のためにすべての原発の運転停止のためである。 

以下、仏日両国のMOX計画の不確かな将来について検討する。 

フランス 

フランスは、MOX 燃料計画を比較的順調に進めていて、軽水炉の使用済み燃料から毎
年約10トンのプルトニウムを分離し、そのほとんどを、一群の軽水炉でMOX燃料とし
て使っている。しかし、供給が使用を上回ってきた。フランスが公表を始めた1996年以
来、未照射の民生用プルトニウムの量は平均して年間1.5トンの割合で増加しており、
2013年末の段階でその蓄積量は60トンに達している（図3）。この増加には色々理由が
あるが、1つには、使用不能の MOX 燃料が溜まってきているという問題がある（この
状況についての具体的な情報は、「直接処分オプション」の章を参照）。 

フランスの MOX 燃料計画のコストは、それにより節約できた低濃縮ウラン燃料の価値
を大きく上回る。フランスの国営電力会社「仏電力公社（EDF）」は、アレバ社に対し、
コストを下げるよう働きかけ続けている。最近、フランス国民議会の調査委員会が、仏
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会計検査院による MOX 燃料計画のコスト・ベニフィット分析を実施するよう勧告して
いる44。 

フランスの MOX 計画の将来の不確かさのもう一つの要因は、MOX 燃料使用の許可を
得ている24基の電気出力90万キロワットの原子炉がもうすぐ退役となるかもしれない
ということから来ている。2028年までに、フランスの電気出力90万キロワットの原子
炉34基すべてが運転年数40年間を超えることになる45。 

EDF は、これらの原子炉の寿命を50年、あるいは、60年にさえ延長したいと考えてい
る。仏「原子力安全機関（ASN）」の長官は、10年あるいは20年の追加運転期間の許可
は決まったことではないと警告している46。また、フランスの下院は、福島事故の後、
原子力に対するフランスの依存度を2025年までに現在の75％から50％に削減すること
を評決（第一読会）している47。古いものから順に閉鎖していくとすると、これは、電
気出力90万キロワットの原子炉のほとんどの閉鎖を意味する。 

 

 

フランスのもっと新しい出力130万キロワットの原子炉は、MOX使用ができるように変
えることはできるが、これは、長期にわたる再許可プロセスと、場合によっては高くつ
く炉の変更を伴うことになる。EDF は、コスト面から言って、プルトニウム分離と使用
の段階的中止の方を望むだろう。EDF は、2013年に、ASN に対し、フランスの出力90
万キロワットの原子炉を寿命40年で停止するとするなら、再処理は2019年に中止しな
ければならないとするシナリオを提示している。MOX 使用を許可された最後の出力90
万キロワットの原子炉が閉鎖される前にフランスのすべての分離済みプルトニウムを
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図 3 フランスの民生用未照射プルトニウムの増加 
使用不能の製造済みMOX燃料の増加による。MOX燃料に製造されていないフランスのプルト
ニウムの量は約30トンのレベルに留まったままになっている。フランスのプルトニウム量の
増大は、外国の顧客がフランスで所有するプルトニウム量の減少によって相殺されてきた。残
っている外国保有分のほとんどすべてが日本のものである。出典：IAEA, Communication Received 
from France Concerning its Policies Regarding the Management of Plutonium, INFCIRC / 549 
/Add5 / 18, 2014 and previous annual reports. 
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MOX 燃料として使い切ってしまうことを確実にするためである48。EDF が一基を除き
運転中の原子炉のすべてを保有している英国49では電力会社が「英国核廃止措置機関
（NDA)」との再処理契約の更新を拒否した。外国の注文がないという現状から言って、
このことは、現在の再処理契約が履行された段階（2020年頃）で英国の再処理計画に終
焉をもたらすことになる。 

日本 

日本のMOX燃料技術開発の歴史は50年前に遡る50。2014年3月31日までに、日本は、7
トンのプルトニウムを含有する MOX 燃料を一連の研究開発施設で製造してきた。主と
して、運転停止となっている2基の実験的高速増殖炉と、廃炉となっている重水実験炉
ふげんのためのものである51。このプルトニウムの内1.6トンが未照射のMOX燃料の中
に残っている52。将来に関して言うと、日本の商業化計画は実質的に無期限に延期され
ているために、日本はフランスの例に倣い、分離済みプルトニウムを軽水炉用の MOX
燃料の形で使う計画である。 

これまでのところ、軽水炉用 MOX 燃料を得る上で日本の唯一の大規模な供給源となっ
ているのは、フランスのメロックス工場であるが、日本は六ヶ所再処理工場に隣接して
MOX 燃料製造工場を建設中である。再処理工場と同じく、この MOX 工場も何度もの
計画の遅延に見舞われており、2014年末の時点では、2017年10月完成予定となってい
る53。 

フランスで製造した MOX 燃料の日本における使用は、県レベル及び国民一般の間での
安全性に関する懸念や抵抗に直面してきた。MOX 使用に対する反対が最初の段階で強
まったのは、1999年にヨーロッパから日本への第1回の MOX 燃料輸送の英国部分に関
し品質管理文書の捏造があったことが判明したためだった。この結果、この MOX 燃料
は2002年に英国に返還されることとなった54。問題の燃料はセラフィールド MOX 実証
施設で作られたものだった。同施設は2001年に閉鎖されている。同年、商業規模のセラ
フィールド MOX 工場が完成した。その設計製造能力は年間120トンだが、設計の欠陥
のため、工場はその後10年の間にヨーロッパの原子炉用にわずか14トンのMOX燃料を
製造しただけだった。この工場も、2011年に放棄されることとなった55。予測できる将
来、MOX燃料が英国で作られることは期待できない。 

フランスは、日本に4.4トンのプルトニウムを含むMOX燃料を輸送してきたが、立地県
知事による MOX 燃料を装荷の許可は得られないことが多かった。その結果、日本の
MOX利用計画は10年以上遅れている。 

1997年、日本の電力会社は2010年までにMOX燃料を16-18基の原子炉で使用すると約
束した56。電気事業連合会が発表した炉ごとの計画によると、これは、毎年、約9トンの
プルトニウムを含有するMOX燃料を原子炉に装荷することを意味した57。2011年3月の
福島事故までに、電力会社は、フランスで分離された MOX 燃料に入れられたプルトニ
ウムわずか1.9トンを4基の原子炉に装荷することに成功しただけという状態だった58。
日本が保有する未照射プルトニウムの量は約50トンに達しており、六ヶ所再処理工場が
運転開始となるとさらに増える（図4）。 

2015年2月末現在、日本の発電用原子炉はすべて運転停止のままで、新設の原子力規制
委員会、そして、その次には立地県・自治体の再稼働許可を待っている。2014年4月に
ロイターが行った専門家のアンケートの結論は、事故後の日本に残っている48基のうち、
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「再稼働が展望できるのは全体の３分の１に届かない１４基で、３割強の１７基は不確実
性を払しょくできず、残り１７基は再稼働が困難とみられる」と言うものだった59。そ
れにもかかわらず、2015年2月半ば現在、電気事業連合会のホームページ（英文）は、
「日本の電力会社は、遅くとも2015年度までに16～18基の原子炉でMOX燃料を使用す
ることを目指している」と謳い続けている60。日本の2015年度は2015年4月1日から2016
年3月31日までである。［日本語のページは次のようにある。現在の計画は、2015年ま
でに16～18基の原子炉でのプルサーマル導入を目指しています（2009年公表）。］ 

 
2013年末現在、日本は、六ヶ所再処理工場で分離済みプルトニウム3.6トンを保有して
おり、このプルトニウムは、六ヶ所の MOX 燃料工場が完成するのを待っている。にも
かかわらず、日本原燃――これら2つの工場を建設していて、将来これらを運転すること
になる――の計画は、六ヶ所再処理工場の安全性に関する許可が得られ次第、その運転
を開始するというものである。2014年末の時点では、これは、2016年3月になるとされ
ている61。また、フランスと英国にそれぞれ16.3トンと20トンの日本のプルトニウムが
あり、契約に従ってMOX燃料として日本返還されるのを待っている62。 

2011年にセラフィールドMOX工場の廃棄を決めて以来、英国はMOX製造契約を履行
する能力を持っていない。日本のプルトニウムについては、その所有を引き受け、英国
の所有分と一緒に処分してもよりと申し出ている。ただし、このような取り決めを商業
的に魅力的なものとするのに必要なだけの支払いをする用意が日本にあればという条件
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図 4 日本の未照射プルトニウム量の増加 
点線：六ヶ所再処理工場が2016 年春に運転を開始したとした場合の増大予測。最初の3年間
は設計能力の 3分の 1で運転、その後は設計能力（年間8 トン）で運転し、日本のMOX使用
計画が遅れ続けると想定。下の線：日本におけるプルトニウムの軽水炉用 MOX としての累積
使用量。出典： Past growth of Japan’s stockpile of separated plutonium from its annual 
declarations to the IAEA under the Plutonium Management Guidelines. Quantities of plutonium 
loaded in MOX into Japan’s LWRs from Japan Atomic Energy Commission, “TheCurrent Situation 
of Plutonium Management in Japan” (in Japanese) 16 September 2014 
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付きである。2014年末の時点では、日本はこの申し出を受諾していない。自国のプルト
ニウムを他国が受け取るに当たって日本が支払いをするという考え方は、日本の分離済
みプルトニウムが資源だという日本政府の立場と矛盾する。 

日本は、現在以上に分離済みプルトニウムを増やしても短期的にはこれを使用できない
という状況にあるため、再処理工場の運転を開始する理由として挙げられているのは、
ほぼ満杯になっている容量3000トンの六ヶ所再処理工場の受け入れプールに空きを作
って、全国の原子力発電所からさらに使用済み燃料を送り込めるようにするというもの
である63。六ヶ所再処理工場の立地する青森県は、また、六ヶ所再処理工場の運転開始
まで同県のむつ市で建設の終わっている容量3000トンのむつ使用済み燃料乾式貯蔵施
設の使用を許可しないと述べている。六ヶ所再処理工場の完成予定が2014年10月から
2016年3月に延期されたのを受けて、むつの貯蔵施設の竣工も2015年3月から2016年10
月に延期された64。 
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英国 
英国は、民生用分離済みプルトニウムの長期的管理戦略を検討しているところである。
その量は、同国での再処理が終わる頃には約140トンに達する見込みである。これには、
20トン以上の外国所有のものが含まれる。ほとんどが日本のものである（図５）65。英
国は、「受け入れられる商業的取り決めの締結ができれば」この「所有」を英国に移し
ても良いと申し出ている66。 

英国は、その増殖炉計画が1994年に崩壊して以来、自国の分離済みプルトニウムについ
て計画がなかった。外国のプルトニウムの管理計画は MOX 燃料にして元の国に返還す
るというものだったが、この計画は2011年に実施不能となった。外国のプルトニウムを
扱う目的で建てられたセラフィールド MOX 工場が、10年の間に設計生産量のわずか
１％の生産を行っただけで放棄されたのである67。いずれにしても、この工場は、英国
自身の分離済みプルトニウムの処分には使いようがなかった。なぜなら、英国には軽水
炉が1基しかなく、これを保有する「仏電力公社（EDF）」は MOX 燃料の使用には関
心がないと明確にしていたからである。従って、現在の英国の分離済みプルトニウムの
実質的方針は、セラフィールド再処理サイトにおけるセキュリティーの確かな態勢での
貯蔵というものである（図６）。 

 

 

将来の使用のための貯蔵 

増殖炉開発計画の終焉以来のプルトニウム処分オプションに関する英国の考え方の発展
の歴史は長く紆余曲折に富んでいる。2005年までは「英国核燃料公社（BNFL）」がこ
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図 5英国の分離済み民生用プルトニウムの増加 
英国がこれらの数字を IAEA による発表のために報告し始めて以来のもの。出典： IAEA, 
Communication Received from the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland 
Concerning its Policies Regarding the Management of Plutonium, INFCIRC / 549 /Add8 / 17, 15 
August 2014 and previous annual reports. 
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の問題に責任を負っていた。1998年時点での計画は、英国の分離済みプルトニウムを、
「熱［低速中性子］炉または高速［中性子］炉における将来の使用のために」貯蔵してお
くというものだった68。この受け身的な考え方に対する最初の挑戦は、同じ年に、英国
王立協会の委託した研究から来た。この研究は、恐らくは、米国の余剰核兵器プルトニ
ウム問題に関する米国科学アカデミーの1994年の研究に刺激されて行われたものだろ
う69。英国王立協会の1998年の研究報告は、英国の民生用プルトニウムの対処方法につ
いて作成中の戦略が存在しないことは「憂慮すべきこと disturbing」70だと明言し、政
府に対し、MOX及び固定化・埋設の両方を検討するよう求めた。 

翌年、BNFL は「ステークホールダー対話」の中に「プルトニウム作業グループ」を設
立した。「BNFL の分離済みプルトニウムの管理・削減について方針を作成・提言する
ため」である71。2002年に出された「作業グループ」の報告書は、MOX燃料を英国の2
基の新型ガス冷却炉（AGR）と英国に1基だけある軽水炉（仏所有のサイズウェル B炉）
で使うことができるのではないかと提案した。また、様々な固定化オプションについて
真剣な作業を始めるよう求めた。これらのオプションの中には、2001年に完成していた
セラフィールド MOX 工場において、外国の再処理顧客のために MOX 燃料を製造する
商業的契約が終了した後、「低仕様（low-spec）MOX」を作るというものもあった72。
「低仕様MOX」は、たとえば缶に封入しただけの燃料ペレットで、これを実際の燃料に
求められるのよりは緩やかな仕様に従って作り、深地層処分場に直接処分するというも
のである。同じ頃、二人の独立アナリストが主要な処分オプションに関して英国で初め
ての費用予測を出した。その結論は、低仕様 MOX・直接処分が一番安上がりだという
ものだった73。 

  

MOXの選好 

2005年、「英国核廃止措置機関（NDA）」が BNFL にとって代わった。NDAは、コン

図 6 英国セラフィー
ルドの製品・残留物保
管施設 
2011 年運用開始。臨
界事故を防ぐため、プ
ルトニウムの入った
缶が、それぞれ別のロ
ッカーに収められて
いる。出典： Sellafield 
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サルタントのグループ（そのほとんどが元 BNFL スタッフ）に、将来のウラン及びプル
トニウムの管理の「マクロ経済」に関する研究を委託するというかたちでプルトニウム
処分の責任に対処し始めた。3つのオプションに関して費用が見積もられた。無期限貯
蔵、廃棄物としての処分、高速増殖炉の燃料としての使用である。コンサルタントらは、
他者による検討を可能にする根拠を示すことなく、最後のオプションが利益をもたらす
と論じた74。 

2007年、王立協会はこの問題を再度取り上げた。新しい報告書は、現行の契約以上のい
かなるプルトニウム分離にも反対するものだった。英国のプルトニウムと英国に保管さ
れている外国のプルトニウムの両方に関して、MOX を「最善のオプション」として強
く推奨したが、新しい原子炉が建設されなければ、プルトニウムの全量を MOX の形で
処分することはできないということを認めていた。このため、報告書は、残りのプルト
ニウムは MOX ペレットの形で貯蔵することを提案した。テロリストが貯蔵施設に対し
て攻撃を仕掛けた場合、これだと、プルトニウム粉末が吸入可能な形で飛散する危険を
減らすことができ、長期的には、ペレットは深地層処分場が利用可能になった際に直接
処分することができる75。 

2008年、NDAは無期限のプルトニウム貯蔵は受け入れられないと宣言した。また、MOX
燃料が利益をもたらすことができるとする2007年のコンサルタントらの報告書を拒絶
した76。翌年、NDAは英国の分離済みプルトニウムの管理にとって利用可能な諸方法に
関する「信憑性のあるオプション“credible options”」という報告書の結論を発表した。
英国の原子炉で MOX を使うと言う可能性は入っていなかった。なぜなら、これらの原
子炉の取得過程にあった「仏電力公社（EDF）」が反対していたからである77。 

もっとも費用が少なくてすむプロトニウム管理オプションとみなされたのは、無期限の
保管と「売却」――実際には、プルトニウムを受け取ってくれる別の国（恐らくはフラ
ンス）に支払いをする――だった。検討された他のオプションには、セメントあるいは
溶融ガラスにプルトニウムを混ぜる、「熱間等方圧加圧法（HIP）」によりセラミック
あるいはガラス内に固定化する、既存のセラフィールド MOX 工場あるいは新しい施設
を使って低仕様の MOX ペレットを作る、カナダ重水炉や欧州軽水炉用に MOX 燃料を
作る、などがあった。しかし、公表された報告書ではコストのデータはすべて消されて
いた。わずかに、それぞれのオプションの相対的コストを表した要約のグラフが示され
ていただけだった78。 

NDA は、「信憑性のあるオプション」報告書の改訂版を2010年に出した際、将来の英
国内の軽水炉で MOX を使うオプションを復活させた79。NDA はまた、MOX オプショ
ンについて助言を得るため「カナダ原子力公社（AECL）」及びアレバ社と「低額」の
契約をしていたことを明らかにした80。アレバ社は英国のプルトニウムは除染をした後
最高99.8％までMOXとして処分できると助言したとNDAは報告した81。そして、英国
の軽水炉での MOX 燃料使用は「ほとんど問題点がない」と結論づけ、問題点を何も挙
げなかった82。 

別の道の検討 

英国政府の政策としての最初の反応は、「エネルギー・気候変動省（DECC）」の2011
年の「協議文書」（草案）の形で出てきた。草案は、英国におけるものであれ、外国に
おけるものであれ、MOX 使用を支持する「暫定政策見解」を提示した。その主たる根
拠としては、MOX は「実証済みの成熟した技術」であり、他のすべての処分技術は成
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熟度が MOX より低いことが挙げられていた83。EDF は英国における MOX 使用に関し
て公の形で反対を表明していたが、英国政府は他の外国の電力会社に対し、英国内に軽
水炉を建設するよう働きかけていた。DECC は、40％を MOX 燃料とする2基の大型の
軽水炉があれば英国の分離済みプルトニウムの全量を60年で照射することができると
指摘した84。 

固定に関しては、使用済み MOX 燃料は、中に入っている核分裂生成物が出すガンマ線
のために、未照射の固定化されたプルトニウムより「内在的な」セキュリティーのレベ
ルが高いと指摘した。従って地層処分施設が利用可能となるまでは固定化のための工場
を建設するのは「賢明ではない」と DECC は論じた。固定化されたもののためにセキュ
リティーの確実な新しい貯蔵施設を作らなければならなくなるからだという。この議論
は、英国政府による固定化に関する真剣な検討の可能性を排除するもののようである。
なぜなら、プルトニウム処分に関して政府の望むタイムスケールは25年（つまり2036
頃）であるのに対し、最短でも2040年代より前に英国で処分場が利用になる現実的可能
性はないからである。 

2011年末頃、DECC は、2011年始めの協議に対する応えを出し、MOX優先の立場を再
確認した。そして、タイムラインを示した。規制当局に要件とされる「正当化」――つ
まり、利点の方がコストより大きくなるとの証拠――は2014年末までに完了させること
ができるかもしれない、そしてその後、MOX燃料製造工場の建設を2019年までに開始
することができるというものだった85。DECC は、2012年と13年に矢継ぎ早に文書を出
して、その結論や開発関係者等へのガイダンスを提示した86。 

2013年に起きた新たな事態によって政策決定プロセスが遅れた。2014年1月、NDA は
これらの事態について報告書を作成した87。 

1. 英国における新世代軽水炉の第一陣の建設開始の遅れ（アレバ社が建設し EDF が運
転することになる電気出力165万キロワットの「欧州加圧型炉（EPR）」2基）。こ
れらの原子炉の発電する電力について英国が提示している高い価格保証について
「欧州委員会（EC）」が妥当性を検討していた。2014年10月に EC がこの価格保証
を承認した結果88、当初は、他のメーカー・電力会社の連合も軽水炉の建設計画確定
に向けて動くことになるのではと予測されたが、2015年初頭、オーストリア政府に
よる発表が状況を変えた。ECが「国家補助」を承認したことについて「欧州司法裁
判所（ECJ）」に訴えるというのである。ECJ がこの件を審議することになれば（そ
うなりそうだが）、少なくともさらに2年の計画遅延がもたらされるだろう89。この
プロジェクトが生き延びたとしても、NDA が後続軽水炉を運転する電力会社と
MOX 燃料の使用について交渉できるようになるまでにはさらに何年かかかるだろ
う90。 

2. 英国のプルトニウムについてさらに分析を行った結果、除染をして MOX 燃料にす
ることが費用効果からいって適切なのは85－90％だけだとの結論に達した。従って
14～21トンは固定化しなければならないかもしれない91。 

3. キャンドゥ・エナジー社と GE日立は英国のプルトニウムを照射する他のオプション
を提示しており、NDAは、両社に対してこれらのアイデアを提案としてまとめるよ
う奨励していた92。キャンドゥー・エナジー社は、出力70万キロワットの CANDU-6
重水炉2基の建設を提案し、GE 日立は、出力31.1万キロワットの PRISM ナトリウ
ム冷却高速炉2基の建設を提案した93。GE 日立は、英国のプルトニウムすべてを、軽
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水炉用 MOX に適さない10-15％も含め、PRISM 用の金属ウラン・プルトニウム・
ジルコニウム合金燃料にすることができると主張した94。 

キャンドゥー・エナジー社はと GE 日立は、ともに、自社の原子炉をセラフィールド再
処理施設に隣接して建設することを提案した。どちらも、自社の原子炉用にプルトニウ
ム・ウラン燃料を製造するのは、軽水炉用に MOX 燃料を製造するのより安くつくと主
張した。とすると、英国政府が軽水炉用 MOX 燃料製造工場の建設に支払うはずだった
資金の一部を自社の原子炉の建設資金に充てることが可能となる。また、アレバ社の電
気出力165万キロワットの軽水炉1基の資本コスト（建設中の利子は別）が80億ポンド
（キロワット当たり7760ドル）という膨大な額に達すると想定されること95――そのため
に英国政府が同炉で発電される電力に高額の価格保証を提供することになった――が、
多額の建設費を伴う重水炉とナトリウム冷却炉にまたとない機会を提供した。 

NDA が CANDU-6の提案を信憑性のあるものとみなしたのは、世界中で11基が運転さ
れていること96、MOX燃料製造過程が軽水炉用MOXに使われているものに似ているこ
と、そして、株式投資者がいそうだということによるようである。これに対し PRISM
は「紙に書いた原子炉」、つまり、建設されたことがなく、液体ナトリウム冷却高速中
性子システムは、問題のある過去があり、英国が原型高速炉を1994年に放棄して以来英
国の安全規制システムが対処していない多くの安全性問題を抱えている。 

また、照射済み PRISM 燃料は、処分の点でNDAが「ユニークな問題」と認めるものを
伴う97。燃料の「肉」の部分から燃料被覆に熱を伝えるため、燃料棒にナトリウムが入
っている。このことが使用済み燃料を「自然発火性」とする。つまり、水と接触すると
自然発火する。従って、地下処分用としては受け入れられないことになる。米国は、
PRISM の設計の元になっている「増殖実験炉（EBR）」Ⅱ（電気出力2万キロワット。
1963－94年）の「ナトリウム・ボンド」型使用済み燃料について、まさにそういう結
論を下している。そして、2006年に、約0.6トンのプルトニウムを含む3トンの EBRⅡ
使用済み燃料を好ましい廃棄物形態にするための計画を開始した。2006年時点でのこの
計画の費用見積もりは約2億ドル、プルトニウム1トン当たり3億3000万ドルだった98。 

英国の再処理計画の結果生じてしまった「遺産プルトニウム」を処分するための高コス
ト・プログラムが、その処分体の更なる再処理を必要とするとしたら皮肉なことである。
NDA は、英国のプルトニウム処分契約の獲得を巡ってキャンドゥー・エナジー社及び
GE 日立とアレバ社を競わせることよってコストを下げるという手を考えた方が良いか
もしれない99。 

一方、英国「国立核研究所（NNL）」はセラフィールド再処理施設でプルトニウム固定
化プロセスを設立しつつある。汚染された酸化プルトニウムを比較的溶けにくい結晶の
中に固定化してガラス母材の中に埋め込むためのものである。粉末をこの固体複合物と
するために使われるプロセスは「熱間等方圧加圧法（HIP）」と呼ばれるもので、8－9
時間にわたって高圧（1000気圧）と高温（摂氏1200－1300度）を粉末に同時に加える
100。 

このプロセスによって製造される円柱状の物質には、1体当たり10重量％、約2kg のプ
ルトニウムが入っている101。最初は、0.1トンのプルトニウムだけをこの方法で固定化す
ることになっているが、英国が MOX を採用することにし、合計140トンの分離済みプ
ルトニウムの内14－21トンはMOX燃料にするには不純物が多すぎるとなった場合、こ
のプロセスが拡大されるかもしれない。だが、英国の公共政策決定が新保守主義的環境
のなかにあることと、固定化オプションを提唱する商業的技術ベンダー（売り手）がな
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いこととが相俟って、現在、英国の分離済みプルトニウムのすべてをこのプロセスで処
分することが真剣に検討されないという結果をもたらしている。  
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米国 
1994年、冷戦時代の核兵器の大幅な削減の結果、米国は核兵器用の兵器級プルトニウム
85トンの内、38.2トンを余剰と宣言した102。米国はまた、非兵器級プルトニウム7.5ト
ンも余剰と宣言した。これは、ニューヨーク州のウエスト・バレーで短期間だけ運転し
た商業用再処理工場（1966－72年）で分離されたプルトニウムと、米国が増殖炉及び
商業用再処理計画を1983年に放棄する前に外国から入手したプルトニウムである103。 

余剰の兵器級プルトニウムの一部は、核兵器製造から生じた汚染廃棄物の中に希釈され
た形で入っている。2013年末の時点で、この状態のプルトニウム4.5トンが、ニューメ
キシコ州の地下深くにあるエネルギー省の処分場、「廃棄物隔離パイロット・プラント
（WIPP）」で処分されていた104。しかし、2007年にさらに9トンの兵器級プルトニウム
が余剰と宣言され、この減少分を「相殺」して余りあるものとなった。従って、米国は、
合計約50トンの余剰プルトニウムを持っている。 

エネルギー省は、核兵器の「ピット（芯）」の形にあるものを除き、すべての余剰プル
トニウムをサバンナ・リバー・サイトの Kエリア物質貯蔵施設に集中することを決めて
いる（図７）105。余剰プルトニウムの入った核兵器「ピット」の方は1万個以上がテキサ
ス州アマリロにあるエネルギー省のパンテックス核弾頭組立・解体工場のバンカーに貯
蔵されていて、このプルトニウムを取り出す施設が出来るのを待っている。 

 

 

図 7 米国エネルギー省サバンナ・リバー・サイトのプルトニウム貯蔵容器（K エリア物質貯蔵
施設） 
米国の余剰プルトニウム約13 トンを貯蔵。各容器は、およそ高さ0.9 メートル、直径0.5 メー
トル。最大4.4 キログラムのプルトニウムが入っている。容器は、中に入っている小さな缶を守
っているだけでなく、近くの缶の中身同士がが核分裂連鎖反応を起こさないような大きさになっ
ている。106 出典： H. Allen Gunter, Senior Technical Advisor and Assistant Manager, Nuclear 
Material Stabilization Project, Savannah River Operations Office, briefing to the Citizens Advisory 
Board Nuclear Materials Committee, 28 April 2009. 
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1997年、エネルギー省は、2つのプルトニウム処分路線を並行して追求することを決め
た107。 

1. 軽水炉用のMOX燃料にする 

2. エネルギー省のサバンナ・リバー及びハンフォードのサイトでガラス固化されつつ
ある再処理廃棄物の中に固定化する 

MOXだけでなく固定化も追求する1つの理由は、余剰と宣言されつつあるプルトニウム
の一部は核弾頭のピットからのものではなく、他の物質によって汚染されており、MOX
燃料として使用できる形にするためにこれを除去するのには費用がかかりすぎるためだ
った。さらに 

「固定化と MOX 燃料製造の両方を追求することは・・・どちらか一方だけ
のアプローチを実施することに伴う不確実性に対する重要な保険を提供す
る」108。 

このため、エネルギー省は、2000年にMOX燃料製造施設とプルトニウム固定化工場の
両方をサバンナ・リバー・サイトに建設することを決めた。計画は、合計50トンの内、
最大33トンのプルトニウムをMOX燃料にし、不純物に汚染された少なくとも17トンの
プルトニウムは固定化するというものだった109。 

同年、ロシアと米国は、「プルトニウム管理・処分協定」を締結し、それぞれ、34トン
の余剰兵器級プルトニウムを処分することに合意した。ロシア側は協定の対象となる34
トンの米国の余剰プルトニウムのたとえ一部でも固定化することに反対し、原子炉の中
で照射することだけが兵器級プルトニウムの同位体組成を非兵器級に変えることができ
ると主張した。妥協策として、34トンのプルトニウムの内、少なくとも25.6トンをMOX
方法で処分するとういことになった110。エネルギー省は、条約の対象となっていないプ
ルトニウムは固定化方法で処分することを計画していたようである。 

エネルギー省が選択した固定化アプローチ――「キャン・イン・キャンニスター」（容
器内に缶）と呼ばれる――では、プルトニウムを酸化物にし、これを重量にして10％の
濃度でセラミックの［アイスホッケー用］「パック」のような形状にした上で、スチー
ル製の缶（直径6ｃｍ、高さ25ｃｍ）の中に重ねる。缶1個当たり約1キログラムのプル
トニウムが入る。28個の缶を高さ3メートルの容器（キャニスター）内に設けられた枠
に設置し、容器内の隙間に高レベル廃棄物の混ざった溶融ガラスを入れる111。こうして
できた廃棄体は、他の高レベル廃棄物のキャニスターと共に、サバンナ・リバー・サイ
トで貯蔵され、放射性廃棄物処分場が利用できるようになるまで待つ。それぞれのキャ
ニスターには28キログラムのプルトニウムが入るから、50トンのプルトニウムを処分す
るにはガラス固化廃棄物のキャニスターが約1800体必要になる。 

高レベル廃棄物のガラス固化体の中にプルトニウムを埋め込む目的は、キャニスターの
周りに「自己防護」用ガンマ線バリアーを作って、「米国科学アカデミー（NAS）」の
「使用済み燃料基準」を満たすことにある。この放射線のほとんどすべては半減期30年
の核分裂生成物セシウム137の崩壊に関連したものである。 

MOXに集中する決定 

2002年、ブッシュ政権は、プルトニウム処分の単一路線を採用した方が安くつくとの考
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えに達した。そして、ロシアが「プルトニウム管理・処分協定（PMDA）」の対象とな
っている米国の34トンをMOX燃料の形で処分するよう主張している状況に鑑み、すべ
てのプルトニウムをこの方式で処分することを決めた。エネルギー省は議会に対し、
MOX 燃料製造工場を建設し処分期間全体にわたって運転するのに必要なネット・コス
トは21.5億ドル（2012年ドルで28億ドル）になると伝えた112。 

ロシアとの協定の対象である34トンの余剰の核兵器用プルトニウムを処分するプログ
ラムは、エネルギー省内の「国家核安全保障局（NNSA）」の責任である。協定対象外
のプルトニウムの処分は、エネルギー省の「環境管理部（OEM）」の責任である。ブッ
シュ政権の決定は、協定対象外の余剰プルトニウム17トンについて明確な処分方法が定
められていないという状況を生み出した。 

2007年、ブッシュ政権は、残る17トンの内4トンはMOXとして処分することができる
だろうと発表した。2トンはサバンナリバーの放射性廃棄物がガラス固化される前に廃
棄物タンクに入れて混ぜ、7トンは、サバンナ・リバー・サイトの高レベル廃棄物と共
に「キャン・イン・キャニスター」方式で処分するために非放射性のガラスと混ぜたガ
ラス固化体の形で固定化する。この費用は8億ドルと見積もられた113。アイダホ国立研究
所の「ゼロ出力物理炉（ZPPR）」で使われた金属燃料版の４トンについては、「将来
の計画使用」のためとして余剰扱いを撤回した（この決定は、2012年にまた覆されるこ
とになる）114。 

この決定の部分的根拠とされたらしい研究は、13トンは「キャン・イン・キャニスター」
方式によって、2011年から6年間で処分できるとの結論を下していた。ガラス固化した
プルトニウムの缶はピット以外のプルトニウムが保管されているサバンナ・リバー・サ
イトの Kエリア施設で製造するとのアイデアだった115。 

MOXが「負担しきれなく」なる 

2013年頃には、サバンナ・リバー・サイトで建設中の「MOX燃料製造施設（MFFF）」
の予定及びコストが制御不能状態にあることが明らかになっていた。このため、オバマ
政権は、この年、2014会計年度の予算を提案した際、「現在のプルトニウム処分のアプ
ローチは、コストの増大と財政的圧力のために、負担しきれないかもしれない」と発表
した118。 

主契約者であるショー・アレバ（現在は CB&I-AREVA）MOXサービシズ社のコスト見
積もりは高騰を続けていた。コスト上昇の一部は、「湿式精製エリア（Aqueous Polishing 
Area）」を入れるためにMFFF の大きさを倍以上にしなければならなくなったことから
来ていた。「湿式精製」は、MOX 製品の質を下げる不純物をプルトニウムの溶解及び
化学的処理によって除去した後、また酸化物に戻す過程を伴う。コスト上昇の他の要因
としては、工場の MOX 製造部分を米国の安全・セキュリティー規制に合わせて再設計
する必要が生じたこと、業者がエネルギー省の核品質保証基準を満たせなかったこと、
給料を過小に見積もる一方核部門の資格を持つ人員の生産性を過大評価していたこと、
そして、米国南西部の原発建設プロジェクトへの移動のために離職率が高くなったこと
などが挙げられる119。 

2013年には、主契約社は MFFF 及びこれに付随した「廃棄物固化棟（WSB）」の建設
コストを83億ドル、そして、MFFF 及び WSB の15年間の運転費を年間6.4億ドル、34
トンのプルトニウムの処分費用総額180億ドルと見積もっていた120。これは、恒常ドル
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で計算して、2002年の見積もりの6倍の上昇である。2015年、エネルギー省のために「陸
軍工兵隊（ACE）」が行った再計算では、この総費用見積もりはさらに40％上昇して250
億ドルとなった121。このコスト見積もりには、使命が終わった後、プルトニウムに汚染
されたMFFF及びWSBを解体するための廃止措置コストは含まれていなかった。また、
核兵器「ピット」からプルトニウムを抽出するコスト、プルトニウムに汚染された廃棄
物を処分するためのコスト、MFFF 及び WSB のセセキュリティーのためのコストも含
まれていなかった。 

エネルギー省の数々の核兵器関連プログラムが膨大なコストの超過問題を抱えており、
議会は、すべての裁量支出に厳しい予算制限を課していた。このため、オバマ政権は、
一部完成しているMOX工場（図８）を次のような状態に置くことを提案した。 

「安全性とセキュリティーを保ちながらより迅速に費用効率の高い形で問
題解決を達成することのできる別のプルトニウム処分技術について［政権
が検討する間］コールド・スタンドバイの状態に」122 

 

 

MFFF が建設中のサウスカロライナ州及びサバンナ・リバーを隔てた対岸のジョージア
州（MOX 工場の建設にかかわっている1585人を含むサイト労働者の相当部分が住む）
123の連邦議員らは反撃に出た。そして、2014会計年度及び2015会計年度の間建設を継
続するための予算として、それぞれ、3億4300万ドル、3億4500万ドルを確保すること
に成功した。2015年1月、新しく上院の過半数を共和党が占めるようになった状況下で、
オバマ政権は議会の動きを待つのではなく、議会への予算案の中でさらに3億4600万ド
ルを2016会計年度の予算に盛り込んだ124。この割合では、同じ予算案の中でオバマ政権
が示したコスト見積もりからいって、工場完成までに後20年かかることになる。 

議会の歳出委員会の主要メンバーの一部は、問題を理解しているようで、2015会計年度
歳出予算法において、エネルギー省内のプルトニウム処分プロジェクトを管理している
「国家核安全保障局（NNSA）」は次のような指示を与えられた。 

「上下両院の歳出委員会に、本法の施行［2014年12月16日］から120日以内
に、MOX施設の建設を完了して運転するオプションと、当該物質を薄めて
処分場で処分するオプションの両方のライフサイクル・コスト（独立に検
証されたもの）を提出すること。」125 

上下両院の軍事委員会は、2015会計年度国防予算権限法の中にもっと詳細な報告要件を

図 8 建設中の米国「MOX燃料製造施設（MFFF）」（2014年 10月 25日） 
エネルギー省のサウスカロライナ州サバンナ・リバー・サイト。出典： High Flyer, Savannah River 
Site Watch 



 

MOX利用に代わる道  27 

入れた126。 

一方、エネルギー省は、何らかの形でサバンナ・リバー・サイトからプルトニウムを除
去し始めるようにとの圧力を受けている。サウスカロライナ州選出の議員らが法律の中
に組み込んだ合意によると、MOX燃料製造施設が2014年までに運転開始とならない場
合は、少なくとも1トンのプルトニウムを2016年までにサバンナ・リバー・サイトから
運び出し、2002年4月15日以降に持ち込まれたプルトニウムすべてを2022年までに運び
出さなければならないことになっていた。これらの要件を満たさない場合に関連した罰
金は議会による歳出を必要する。2016年の期限は、以前の2011年1月という期限を改正
により変更したものだった127。 

2014年4月、オバマ政権の「プルトニウム処分作業グループ」は、MOX に変わる方法
について暫定的評価を発表した128。検討された代替案は以下の通りである。 

1. 希釈化とエネルギー省の深地下の超ウラン「廃棄物隔離パイロット・プラント
（WIPP）」での処分。 

2. 再処理廃棄物のガラス固化体の中にプルトニウムを埋め込む「キャン・イン・キャ
ニスター」アプローチ 

3. 最大5キロメートルの深さのボアホール（超深坑）での処分 

4. 1基または2基の新しい液体ナトリウム冷却高速中性子炉での照射――英国でも議論
されているオプションの1つ（上記参照） 

また、MOXに代わる諸方法についての独立の研究がなされている129。 

「作業グループ」は、「ダウンブレンディング」（希釈）と WIPP （図９）での処分が
最も低額のオプションとの結論を下した。約30億ドルである130。 

廃棄物隔離パイロット・プラント（WIPP） 

 

 

図 9米国エネルギー省の「廃棄物隔離パイロット・プラント（WIPP）」 
ニューメキシコ州カールズバッド近郊。核兵器研究開発及び製造から生じたプルトニウム汚染
物質が処分されつつある。出典： Improving Operations and Long-Term Safety of the Waste 
Isolation Pilot Plant (National Academy Press, 2001), Figure 1.2. 
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エネルギー省は、すでにこの処分アプローチを小規模な形で進めている。2011年、同省
はダウンブレンディングと「パイプ・オーバーパック容器」での処分を許可した。サバ
ンナ・リバー・サイトで貯蔵されているプルトニウム酸化物粉末0.685トンを長さ15セ
ンチのパイプに入れ、これを容量200リットルのドラム缶の中心部に設置するというも
のである131, 132。プルトニウム酸化物は、重量で10％未満の濃度にするために機密の「保
障措置終焉」物質と混ぜられる。この物質からプルトニウムを化学的に分離するのは難
しいとされている。 

プルトニウムの粒子は吸入されると極めて高い発がん性を持つため133 「DOE-3013」基
準貯蔵容器からプルトニウム酸化物粉末を取り出してパイプ内で希釈材と混ぜる作業は、
グローブ・ボックス内で行われる。グローブ・ボックスの中の気圧は外部より低く保た
れていて、「漏れ」が生じた場合空気は内部に向かうようになっている。内部の空気は、
高性能フィルターを通して排出される（図10）。 

 

 
この手始めの作業では、ドラム缶1本当たりのプルトニウムの量は175グラム以下に制限
された134。処分コストはプルトニウム1キログラム当たり約10万ドルと見積もられた135。
エネルギー省の「プルトニウム処分作業グループ」は、200リットルのドラム缶の中で
パイプを固定する木製のディスクを追加すれば、ドラム缶・パイプは「臨界制御オーバ
ーパック」容器とみなすことができ136、中に入れるプルトニウムの量はドラム缶1本当た
り核分裂性同位体（プルトニウム239）380グラム相当に増やすことができるとの結論
に達した137。これだと、処分コストをプルトニウム1キログラム当たり6万8000～8万
8000ドルに削減することができる138。MOXによる処分の現在の推定コストの約10分の
１である。 

仕事を完遂するにはサバンナ・リバー・サイトのプルトニウム貯蔵施設にグローブ・ボ

図 10前セラフィールドMOX燃料製造プラントのグローブ・ボックス・ライン 
出典： UK Nuclear Decommissioning Authority. 
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ックスのライン2本を追加で設置し、サバンナ・リバー・サイトとWIPP で200人のスタ
ッフを追加で雇用する必要があると「作業グループ」は見積もった。それぞれのグロー
ブ・ボックス・ラインはシフト当たり1本のドラム缶の詰め込み作業を行う。ドラム缶1
本当たり、平均340グラムのプルトニウムが入り、ブレンディングとパッケージングの
プロセスが24時間態勢で行われるとすると、これによりグローブ・ボックス・ライン当
たり年間0.4トンとなる。3本のグローブ・ボックス・ラインで年間1.2トンである。こ
の年間処理量は、同じような処理能力がニューメキシコ州ロスアラモス国立研究所のプ
ルトニウム処理施設に導入されれば倍にすることができる139。 

ドラム缶1本当たり340グラムだと、エネルギー省の50トンの余剰プルトニウムすべて
を処分するのに約15万本のドラム缶が必要となる。理論的には、WIPP（図９）で計画
されているそれぞれ7「部屋」からなる「パネル」のうちの1つに約9万本のドラム缶が
収容できる。実際には、これまでにすでに閉鎖された6つのパネルのそれぞれに入れら
れた廃棄物の量は平均してドラム缶7万5000本分である140。エネルギー省の他のサイト
からのプルトニウムで汚染された廃棄物のために必要な容量から言って、「作業グルー
プ」の2014年の報告書は、WIPP の法的な容量制限を増やさない限り、WIPP にはブレ
ンドダウンしたプルトニウム13トンしか収容できないとの結論を下している141。「憂慮
する科学者同盟（UCS）の上級科学者エドウィン・ライマンは他の廃棄物のためにとっ
て置かれているスペースは完全に使用される予定にはなっておらず、利用可能なスペー
スで２００リットルのドラム缶10万本以上を収容できると論じている。WIPP の処分部
屋パネルの一部は、満杯になる以前に壁で閉じられてしまっており、許可された量の廃
棄物を収容するには、元々計画されていた以上の数のパネルを建設しなければならない
だろう142。 

「作業グループ」とライマンはともに、ドラム缶当たりのプルトニウムの量を増やすため
のオプションを提案している。ドラム缶当たりのプルトニウムの量が1kg 以上に増えれ
ば、米国政府の規制によってセキュリティー及び保障措置の態勢をもっとずっと厳格な
ものにしなければならなくなる143。もっと封入量が小さい場合でも、政府から独立の評
価が行われた場合、セキュリティーの強化が提唱されるかもしれない。ドラム缶内のプ
ルトニウムを入れたパイプは0.6メートル強の長さで、直径約15センチメートルである。
要員の厳格な監視がなければ、相当数のパイプを取り出して、処分場から運び去ること
ができるかもしれない。長崎原爆に入っていた6キログラムと同量を入手するには、そ
れぞれ340グラムのプルトニウムの入ったパイプ20本もいらない。もしまだであれば、
処分場のアクセス坑道にプルトニウムの自発核分裂によって放出される中性子を探知す
るための計測機器を設置すべきである144。 

エネルギー省の現在の復旧計画によると、爆発したドラム缶と似たような内容物を持つ
容器の入ったWIPP 内の「部屋」は壁で仕切られ、同様の内容物を持つ容器でまだ地上
にあるものについては、その内容物を安定化させてから埋設することになっている。施
設は2016年初頭には運転再開が期待されているが、サバンナ・リバー・サイトからの輸
送は2018年までは再開されないと見られている146。 

WIPP の将来は、苦労してやっと得られたニューメキシコ州の信頼をエネルギー省が回
復できるかどうかに大きくかかっている。 

1978～2004年、エネルギー省は、ニューメキシコ州健康・環境省に資金を提供し、「環
境評価グループ」がWIPP の安全性について政府から独立したアドバイスを提供できる
ようにした147。エネルギー省はこのグループの再設置のために資金を提供するのが賢明
といえるだろう。 
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「作業グループ」の報告書は、WIPP の目的を拡大して米国の余剰プルトニウムすべての
処分を含むようにする許可が得られないとなれば、この目的のために新しい処分場を設
立するという可能性を挙げている。WIPP は1980年代に7億ドル（2013年ドルで14.7億
ドル）のコストで建設されたが、現在のコストは「今日の設計・建設・運転基準のため
に相当高くなるだろう。」148 そうだとしても、MOXオプションと比べればずっと低コ
ストとなるだろう。 

キャン・イン・キャニスター 

「キャン・イン・キャニスター」式固定化オプションに関しては、「作業グループ」は、
以前のエネルギー省の分析と同じく、米国の余剰プルトニウム34トンの固定化は「サバ
ンナ・リバー・サイト（SRS）」ではもはや可能性がなくなったと述べている。 

「なぜなら、SRS の HLW［高レベル廃棄物］の半分近くはすでに処理され
ており、34トンの余剰プルトニウムを処分するのに十分な高レベル廃棄物
はないからである。さらに DWPF［サバンナ・リバーの軍事廃棄物処理（ガ
ラス固化）施設］は2032年までに作業を終えることになっている。これは、
新しい固定化施設を設計・建設する前のこととなるだろう。」149 

このため「作業グループ」は、「キャン・イン・キャニスター」の道が追求される場合
には固定化プラントはハンフォード・サイトに建設しなければならないだろうと論じた
――同地では巨大な「廃棄物処理・固定化プラント」が、高レベル廃棄物ガラス固化ユ
ニットも含め、建設中である。これだと、MOX オプションと同じぐらいのコストを伴
うものとなるとの結論だった。なぜなら、ハンフォードには、もう、プルトニウム管理
やセキュリティーのインフラがないからである。サバンナ・リバーの場合には、このよ
うなインフラが、K エリアのプルトニウム貯蔵施設やプルトニウム容器の状況評価・詰
め替え等のための関連能力を含め、維持されている150。 

ほとんど同じ表現が2年前にも使われていた。その時のガラス固化の完了予測時期は6年
早かった151。実際は、プルトニウムの入った高レベル廃棄物の容器の周りにガンマ線の
防護を提供するセシウム137は、サバンナ・リバー・サイトではほとんどまったくガラ
ス固化されていない。なぜなら、高レベル廃棄物タンクの塩類からセシウム137を分離
するプロセスが失敗し、新しい施設「塩廃棄物処理施設」を建設する費用が出てきたが、
その完成が何年も遅れ、コストが高騰しているという状態にあるからである。2014年末
の時点では、施設は2018年12月から2021年1月の間の何処かで運転開始となるだろうと
予測されている152。一方、極少量のセシウム137を含むタンクの底のスラッジのガラス
固化は行われている。2013会計年度末の時点で、サバンナ・リバーの高レベル廃棄物タ
ンクでは、7300万キュリーのセシウム137が液体及び芒硝（ソールト・ケーキ）の層の
中に存在している153。 

エネルギー省が「キャン・イン・キャニスター」方式のために採用している「自己防衛」
基準は、キャニスター充填後30年の時点で、キャニスターからの1メートルの距離で少
なくとも１シーベルト/時の線量である154。これには、キャニスター当たりセシウム137
が1万1000キュリー（約125グラム）必要である155。缶当たり平均0.6キログラムのプル
トニウム、キャニスター当たり28個の缶とすると156、50トンのプルトニウムを収容する
には、約3000体のキャニスターが必要なり、そこには合計3300万キュリーのセシウム
137の入ったガラス固化体が入ることになる。2014年末の時点で、エネルギー省は、サ
バンナ・リバー・サイトで1996年以来、キャニスター約4000体に高レベル廃棄物を充
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填していた。そして、後4600体の充填を行う計画だった157。平均して、年間200体とい
う計画で、これで行くと2037年までに作業が終わることになる。だが、近年は年間125
体程度の充填に終わっている158。 

「キャン・イン・キャニスター」式固定化を2020年に、プルトニウム処理量年間2トンの
割合で――2004年の設計研究で想定したように――始めることができれば159、2037年ま
でに34トンを固定化することができる。サバンナ・リバー・サイトでの高レベル廃棄物
のガラス固化が終了した後は、エネルギー省は非放射性のガラスで固定化したプルトニ
ウムの缶をハンフォード・サイトに送り、同地で製造される予定の高レベル廃棄物のガ
ラス固化体を入れるキャニスター内に入れることができるだろう。輸送されてきた缶を
受け入れ、キャニスターに入れるためのセキュリティーの確かな建物が必要となるが、
プルトニウムに関連した他のインフラはいらない。 

2015会計年度の国防歳出権限法において、ワシントン州選出の連邦議会議員は、エネル
ギー省がハンフォード・サイトでの除染の約束をすべて遵守しない限り、同州へのプル
トニウムの搬入を考慮することすら禁じる条項を入れた160。ワシントン州は現在、エネ
ルギー省に対して訴訟を起こしている。合意された約束とタイムラインを同省が遵守し
ていないためである。 

ディープ・ボアホール（超深孔） 

2014年9月、エネルギー省のディープ・ボアホール処分評価プロジェクトは、ディープ・
ボアホール処分に適した場所に関する暫定的評価について報告し、エネルギー省の110
のサイトの中で「サバンナ・リバー・サイト（SRS）」が適性スコアで3番目に位置する
とした。基準となったのは、面積、都市地域からの距離、地表から2キロメートル以内
の深さにおける結晶質基盤岩の存在、平坦性、地熱流束の低さ、火山活動の低さなどで
ある。 

欠点の中には基盤岩の複雑性と地震の危険性があった。興味深いことに、このスクリー
ニングで最も高得点を得たのはパンテックスだった。このアマリロ近郊の核弾頭組立・
分解及びプルトニウム・ピット貯蔵施設の場合、基盤岩が浅いところにあった。しかし、
パンテックス・サイトは、付近の石油掘削の密度の高さのために SRS と比べて不利な条
件にあった163。 

ボアホール評価プロジェクトの報告書は、ボアホール処分に適した小さなパッケージに
すでに入っている、あるいは入れられる予定のエネルギー省の放射性廃棄物についての
暫定的議論も含んでいた。提案されたアプローチでは、ステンレス・スチールのキャニ
スター内に入れた浸水を遅らせる粘土その他の物質を入れ、その中に廃棄物パッケージ
を埋め込むというものだった。キャニスターの肉厚はボアホールの深さでの高い静水圧
に耐えられるものとする164。 

液体ナトリウム冷却炉 

電気出力31.1万キロワットの高速中性子炉2基及び関連の燃料製造施設を建設・運転す
るのは、MOX 燃料製造施設を完成させ運転するのよりも高くつくとされた。さらに、
GE 日立による英国政府に対する同様の提案に関連してすでに見たとおり、「ナトリウ
ム・ボンド」型の使用済み燃料の処理にはさらに何十億ドルもがかかり得る。 
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米国の経験からの教訓 

米国の惨憺たる経験は、相当部分は自ら招いたものである。エネルギー省内の「国家核
安全保障局（NNSA）」は、第二次世界大戦時の驚異的な米国マンハッタン・プロジェ
クトの継承組織なのだが、大きなプロジェクトの運営に問題を抱えており、このような
プロジェクトではコストが当初見積もりの何倍にもなりスケジュールは遅れ続けるとい
うのがパターンとなっている166。英国の「核廃止措置機関（NDA）」もプロジェクトの
管理運営に関し同じような問題を抱えている167。 

「作業グループ」は、あり得る限り最も単純な直接処分戦略に焦点を合わせた。プルトニ
ウムを「希釈化（ダウンブレンディング）」し、これをドラム缶内に収め、既存の運転
中の廃棄物・プルトニウム処分場で処分するというものである。残念ながら、この処分
場での事故のため、この道は少なくとも数年間は閉ざされてしまった。 

「希釈化」したプルトニウムの他の終着地は他に見いだすことができるだろうか。米国の
石油・ガス・地熱産業が開発した掘削技術を発展させたディープ・ボアホール（超深孔）
が1つの可能性であるように見える。 

他のオプション――たとえば「キャン・イン・キャニスター」式処分や使用済み燃料・
高レベル廃棄物ガラス固化体とともに地層処分するためのパッケージングなど――は、
粉末混合物ではなく固形混合物を必要とするだろう。固形混合物は、ガラス固化、加圧
成形と焼結、あるいは、「熱間等方圧加圧法（HIP）」によって製造することができる
だろう。これらのプロセスは、単なる「希釈化（ダウンブレンディング）」よりは厳し
いものが要求されるが、その厳しさはMOX燃料の製造のそれには遠く及ばない。 

上述の歴史のもう一つの教訓は、「全部の卵を一つの篭に入れるな」ということのよう
である。まさにこれが1つの理由となって、米国のプルトニウム処分プログラムは、も
ともと、2つの路線を並行して追求することになっていたのである。MOX、そして､高
レベル廃棄物との直接処分である。前進するに当たって、少なくとも2つのオプション
を維持しておくべきである――維持に伴うコストが、この問題の何十億ドルという規模
と対比して重大なレベルに達するものでない限り、そして、重大なレベルに達するまで
は。実際、いくつかオプションにおける対処可能なプルトニウムの量の限度や開発要件
などを考えると、最適な戦略は2つあるいはそれ以上の処分方式をそれぞれが利用可能
になるに従い、組み合わせることであるかもしれない。 

もしそうであるとすると、エネルギー省は、最終処分の諸オプションについて明確にす
る取り組みを進める一方、サバンナ・リバーやロスアラモスの既存の施設において様々
な固定化形態を製造するうえでの潜在的処理能力やコストについてオープンで検証可能
な形での比較をすべきである。 

最後に付け加えておくと、急ぐ必要はない。米国の余剰プルトニウムは現在、比較的セ
キュリティーの確実な状態で、エネルギー省のサバンナ・リバー・サイトとパンテック
ス核弾頭組立・分解サイトにある核兵器「ピット」貯蔵バンカーとに貯蔵されている。 

ロシアとの交渉 

直接処分のオプションを復活させるには、米国にその兵器級プルトニウムを照射するこ
とを要求するロシアを説得して要求を取り下げさせるか、ロシアの要求を無視するかが
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必要となる。理想的には、2010年にロシアが軽水炉ではなく増殖炉でそのプルトニウム
を照射することを決めた際に米国がこれを受け入れたように、ロシアが米国の希望を受
け入れることである。 

いずれにしても、プルトニウムを照射した後、またプルトニウムを分離するというロシ
アの計画は、「プルトニウム管理・処分協定（PMDA）」の実施によりロシアで得られ
るはずのセキュリティー上の利点を基本的になくしてしまった。実際、プルトニウムを
再度分離してまた使うというロシアの計画は、協定の対象となる34トンのプルトニウム
のうち25トンを高いセキュリティーの「マヤク核分裂性物質貯蔵施設」（米国の財政支
援によって建設された）に、そして、残りの9トンをジェレズノゴルスクの地下プルト
ニウム貯蔵施設に置いたままにしておくよりも、盗難のリスクを高めてしまう168。従っ
て、米国が直接処分に移行することを受け入れるよりも PMDA を放棄するというあり
そうにない選択をロシアがたとえしたとしても、米国側には失うものはほとんどない。
PMDAは、行政協定だから、両国の行政部門同士で再交渉したり、終了させたりするこ
とが可能である。 
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直接処分オプション 
直接処分が選ばれた場合に埋設されることになるプルトニウムの量は、使用済み MOX
燃料として埋められる場合のプルトニウムの量と比べ大して大きくならないということ
を理解することが重要である。炉内での照射は、MOX 燃料の中のプルトニウムその他
の長寿命の超ウラン元素の量を3割程度減らすだけである。これは、1つには、プルトニ
ウムの偶数の同位体（Pu-238、Pu-240 、Pu-242）は「非核分裂性」であることによる。
これらは、高速中性子炉や核爆発によって核分裂させることはできるが、軽水炉の連鎖
反応を維持する低速中性子で核分裂させられる確率は低い。MOX 燃料における核分裂
で支配的な役割を果たすプルトニウム239でさえ、低速中性子を吸収した後核分裂しな
い確率は4分の１に達する。プルトニウム240になってしまうのである169。MOX 燃料の
中で核分裂する10個のプルトニウム原子に対し、6個の新しいプルトニウムが、燃料の
重金属質量の90％を構成するウラン238による中性子の吸収によって生み出される170。 

ある国がプルトニウムの分離と使用に関心を持っている場合、その使用済み MOX 燃料
は最高品位「鉱」となりそうなものである。なぜなら、使用済み MOX 燃料の中のプル
トニウムの割合は、使用済み低濃縮ウラン燃料の場合の約6倍に達するからである。し
かし、使用済み MOX 燃料の中のプルトニウムの燃料としての価値は軽水炉にとっては
下がってしまっている。サイクルごとに、非核分裂性のプルトニウムの同位体の割合が
増えていくからである。たとえば、未使用の MOX 燃料の中の非核分裂性プルトニウム
の割合が35％だとすると、照射後には54％となる171。フランスでさえ、使用済み MOX
燃料の中のプルトニウムを実証規模以上では分離していない。実際、フランスの使用済
み MOX 燃料は、ラアーグの巨大な使用済み燃料貯蔵プールに四半世紀にわたって溜ま
り続けている。高速中性子炉の商業化の可能性を待っているのである。2005年、フラン
スの放射性廃棄物の処分に責任を持つ組織、仏「放射性廃棄物管理機関（ANDRA）」
は、使用済みMOX燃料を地下処分場で処分するシナリオを検討し始めた172。 

中間貯蔵 

米国と英国の章で見たとおり、分離済みプルトニウムを固定化した後、地下深くに掘っ
た処分坑道あるいは「部屋」、または、ディープ・ボアホール（超深孔）で直接処分す
る様々なオプションが検討されている。しかし、地下の最終目的地が利用可能になるま
では、場合によって何十年も173――プルトニウムを処理して「処分体」にしてからか、そ
の前の状態でかは別として――中間貯蔵が必要となる。 

「処分体」の製造のためにはプルトニウムの希釈化が必要であるということは、希釈化に
よって高度なセキュリティー態勢の貯蔵スペースの増加が必要となるのを避けるために、
処分場が利用できるようになるまで作業を始めない理由となると考える向きもあるかも
しれない。しかし、図６及び７が示すように、純粋なプルトニウム酸化物は、コンパク
トな形で貯蔵することはできない。臨界――近くのプルトニウムの缶同士で核分裂の連
鎖反応が起きること――を防ぐ必要のためである。 

下に可能なプルトニウム「処分形態」についての概観と、これらを地下に定置するため
の戦略を示す。 
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処分形態 

1. 後でプルトニウムを再度取り出すことが困難となるような希釈体とプルトニウム酸
化物との機械的攪拌 

2. 非放射性ガラスあるいはセラミック内への固定化 

3. セラミック固定化の特殊な形態としての「低仕様」あるいは「貯蔵用」MOX 

機械的攪拌：後でプルトニウムを再度取り出すことが困難となるような希釈体とプルト
ニウム酸化物との機械的攪拌は、米国で小規模なものが追求されている。プルトニウム
に汚染された廃棄物のための既存の深地下処分場を利用するものである174。上述のとお
り、米国エネルギー省「プルトニウム処分作業グループ」は、これを米国のプルトニウ
ムすべての処分のための最も低費用のオプションとしている。ただし、「廃棄物隔離パ
イロット・プラント（WIPP）」に入れることのできる廃棄物の量に関して議会の定め
た制限が若干拡大できることが前提となる。WIPP 内で廃棄物の入ったドラム缶の1つが
2014年2月に爆発したことがエネルギー省とニューメキシコ州の関係を傷つけており、
WIPP の目的を拡大して、プルトニウムの含有率のずっと高い形態で当初計画よりも大
きな量のプルトニウムを収容するようにすることが政治的に受け入れ可能であるかどう
かについては今後の進展を俟たなければならない175。 

固定化：米国のプログラムでは、2つのプルトニウム固定化形態が開発された。セラミ
ックあるいはガラスに混ぜるものである。 

セラミック：プルトニウムを入れたセラミックは高圧と高温を伴うプロセスで作られる。
米国のプルトニウム処分プログラムが開発したアプローチは、MOX 燃料ペレットを作
るのに使われるものと似ている。ただし、MOX燃料ペレットが約1立方センチメートル
の大きさであるのと比べ、固定化形態はこの約100倍となる176。 

二酸化プルトニウムを二酸化ウランと混ぜ、この混合物を挽いて細かな粉末にする（粒
子の大きさ約1ミクロン）。有機粘結剤や場合によっては臨界制御用の中性子吸収材な
ど他の物質も混ぜる。混合物を顆粒化し140～350気圧の圧力下で望む形状にプレス加
工する。得られた「グリーン」パックは、加熱して、約1350℃で数時間維持し、融合さ
せて一塊の固形物にする177。エネルギー省のために行われたある研究では、年間5トンの
プルトニウムの固定化を24時間体制で実施するのに必要な労働力は約300人と推定され
た178。 

セラミックまたは結晶体とガラスの混合物を作るもう一つのアプローチは、「熱間等方
圧加圧法（HIP）」と呼ばれる方法で圧力と熱を同時に加えるものである。「オースト
ラリア原子力科学技術機構（ANSTO）」は、プルトニウムを含む様々な放射性核種を
低浸出性の材料内に「隔離」するために合成岩石「シンロック」を開発している179。英
国「国立核研究所（NNL）」は、ANSTO と共同でセラフィールド再処理サイトに不純
物に汚染されたプルトニウム酸化物をガラス内に固定する装置を設置している。ガラス
の中に溶解度の低い結晶を形成させその中にプルトニウムを隔離するものである。粉末
に高圧（1000気圧）と高温（1200～1300℃）を同時に加えこれを8～9時間維持する。 

この混合物の中のプルトニウム含有率は平均して、最高10重量％、NNL が開発してい
る5リットルの体積の最終的廃棄物形態当たり2キログラムである。英国の最初の試みで
は、固定化の対象となる廃棄物のプルトニウム含有率が、母材形成物質と混ぜる前の段
階で平均20％だったため、5リットルの廃棄物形態には0.3～0.5キログラムしか含まれ
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ないと予測されている180。 

ガラス固化：ガラス固化アプローチでは、ガラス溶融炉内でプルトニウム酸化物を中性
子吸収材及びガラス粉末（「フリット」）と混ぜる。次に溶融混合物を容器に入れて冷
やし、固める181。これは、プレス加工及び焼結よりもコストが低く、再処理廃棄物の固
化のために数カ国で大規模に使われている。米国のプログラムの中で特殊なランタンホ
ウケイ酸ガラスが開発され、1立方センチメートル当たり最高0.5グラム、つまり、2リ
ットルの缶に1キログラムを入れることができる。この濃度でプルトニウムを完全に溶
け込ませるには、1450～1500℃の高温が必要である182。温度が低いと、HIP プロセス
の場合のように、プルトニウム含有率の大きな結晶が形成される。HIP プロセスの場合
と同じく、結晶は比較的溶けにくいため、この不均質な形態も容認できる。 

貯蔵用MOX：1990年代に一部の非政府系アナリストが検討したプルトニウム固定化ア
プローチの1つに、直接処分用として低品質のMOXを作るというのがある――場合によ
ってはMOXペレットを缶に入れただけというのも含まれる。 

貯蔵用 MOX を作るだけのために MOX 工場を建設するコストは非常に高いものとなる
だろう。しかし、既存の MOX 燃料製造工場、たとえばセラフィールド MOX 工場のよ
うな所が、役目がなくなってしまっている場合は、それを貯蔵用 MOX の製造に活用す
ることを検討しても良いだろう。その場合、投入資本は、「サンクコスト」となり、運
転コストは寸法差についての基準（寸法公差）が緩やかになるため下がるだろう。 

実際、西ヨーロッパの燃料メーカーが製造した何十トンものプルトニウムを含む MOX
が実質的に貯蔵用 MOX となっている。燃料として使えないからである。アレバ社は説
明を拒否しているが183、フランスにおいて MOX として製造されて未照射のままのプル
トニウムの量が1995年の3.6トンから2011－13年の約30トンへと増えている主たる理
由はこのためのようである（図3）。 

フランスで貯蔵されている使用不能のMOX燃料には次のようなものが含まれる。 

1. 失敗に終わったフランスのスーパーフェニックス増殖炉用に製造された未照射の
MOX燃料1炉心分。約6トンのプルトニウムが入っている184。 

2. ドイツでまったく運転されなかった SNR300増殖炉のために製造されたもう一つの
未照射炉心。1.6トンのプルトニウムが入っている185。おそらくは、アレバ社に対す
る支払い、それに、同量のプルトニウムを含むドイツの軽水炉用 MOX 燃料と引き
替えにフランスに送られたのだろう186。 

3. 低仕様 MOX にされたスクラップのプルトニウム。量は不明。アレバのカダラッシ
ュ187、ベルギーのデッセル188、ドイツのハナウ189の MOX製造工場が閉鎖になった際
に、プルトニウムを輸送可能な形態にする方法として作られたものと、アレバ社の
メロックス燃料製造工場190で継続されている運転の際の出てきたスクラップを低仕
様のMOXに製造したもの。 

スーパーフェニックスの炉心はまだジュネーブに近いローヌ川沿いの当該原子炉サイト
にあるが、それ以外の使用不能の MOX 燃料はラアーグにあるフランスの再処理工場の
使用済み燃料プールの1つに置かれている。 

この未照射 MOX のうち、どれだけがまた溶かされて軽水炉用 MOX 製造に使われるの
かは分からない。現在、フランスのラアーグ再処理工場は、MOX 粉末やペレットを処
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理する許可を得ているが、燃料棒や燃料集合体の扱いについては許可がない。最終的に
は、この使用不能の MOX 燃料の一部またはすべてがフランスの将来の高レベル放射性
廃棄物処分場で直接処分されることになるかもしれない。 

米国エネルギー省のサバンナ・リバー・サイトで貯蔵されている米国の余剰プルトニウ
ムには、閉鎖された液体ナトリウム冷却「高速中性子実験施設（FFTF）」用に製造され
た使用不能のMOX燃料に入った0.7トンのプルトニウムが含まれる191。日本には、高速
炉計画や発電用原子炉の再稼働の状況によっては使用不能となってしまうかもしれない
未照射MOX燃料がある。 

地下の最終目的地 

プルトニウムを固定化した後、廃棄体パッケージにすると、地下深くに掘削した「部屋」
あるいは処分坑道、ディープ・ボアホール（超深孔）などに定置することができる。 

掘削した処分場：使用済み MOX 燃料は恐らくは、処分場が利用可能になった時点で、
キャスクに入れた形で使用済み低濃縮ウラン燃料と共に処分されることになるだろう。
未照射の MOX と固定化されたプルトニウムは、適切な形態で使用済み燃料と共に処分
することができる。このように混在させておくと、短期的には、処分場の閉鎖まで、使
用済み燃料から来るガンマ線が MOX の盗取に対するある程度の防護の働きをする。長
期的には、プルトニウムの含有率の高い物質と使用済み燃料とを混在させることは、何
千年も経って水がキャスクに浸透し、中身が溶け出して来た場合に、臨界の危険性を減
らす役割を果たす。 

高レベル廃棄物のガラス固化体も、地下に掘削された処分場に入れられると見られてい
る。ガラスの中に固定化されたプルトニウムも一緒に入れられるだろう（均質な形で高
レベルガラス廃棄物に混ぜ込まれたものも、非放射性のガラスと混ぜて缶に入れられた
後、高レベル廃棄物ガラス固化体に埋め込まれたものも）。放射線のバリアによって守
られていないプルトニウムは、処分場の閉鎖まで、あるいは少なくとも処分場内のこの
ようなプルトニウムを含む「部屋」を埋め戻し材や工学的障壁などによって遮断するま
では、特別なセキュリティーの手はずが必要となる。 

ディープ・ボアホール：3～5キロメートルの深さのボアホールというオプションは、固
定化されたプルトニウムにとって特に興味深い193。この深さは、掘削した処分場の場合
の最大10倍になる。これによってプルトニウムを再度取り出すのが難しくなる。また、
プルトニウムが溶けて、汚染された水に含まれて地表にまた運ばれてくる可能性は、少
なくとも次の3つの要因によって低下する。 

1. このような深さでは上にある岩による巨大な圧力ため亀裂が閉じられ、水の動きが
非常に遅くなる。 

2. 周りの岩との反応によって酸素が枯渇してしまっている深部の古い地下水の中では
プルトニウムは溶けにくい 

3. このような深さの水は、通常、中に塩類が溶解しており、密度が高いため、地表近
くの地下水層の軽い淡水の所まで上がって行って混ざり合うことになりにくい194。 
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放射性廃棄物をディープ・ボアホールで処分する可能性に関する相当量の分析的作業が
米国その他で実施されてきている195。非放射性物質を定置する実証プロジェクトが米国
エネルギー省のサンディア国立研究所を調整役として準備されつつある196。サンディア
の研究者らはプルトニウムのボアホール処分を議論していないが、使用済み燃料を深さ
5キロメートルのボアホールに処分する可能性については議論している。使用済み燃料
の入った堅固な容器を円筒空洞の底部2キロメートルほどに入れる。円筒の直径は、約
16センチメートル、容積は約40立方メートルである197。 

ボアホールの中で臨界に達しないようにするために50トンの兵器級プルトニウム酸化
物を劣化ウラン酸化物で希釈して平均３％の含有率にする場合198、50トンのプルトニウ
ムの処分にかかわる「重金属」――混合物の中のウランとプルトニウム――の量は1700
トンとなる、 

混合物を加圧してセラミックにし、燃料ペレットと同じ重金属密度（1立方センチメー
トル当たり9.6グラム）を得るとすると、必要な体積は177立方メートルに過ぎず、5本
のボアホールに収容できる。しかし、1700トンの重金属を加圧してセラミックにするの
は、大きな費用がかかる。このようなセラミックの製造物の大きさは燃料ペレットより
大きく、要求される品質のレベルはずっと緩やかではあるが。 

もう一方の極端な形としては、重金属酸化物は粉末としておくこともできる。実際、プ
ルトニウムの取扱いを最低限にするために、サバンナ・リバーで貯蔵しているプルトニ
ウム酸化物の缶についてはそのままウラン酸化物を入れたキャニスターの中に詰め込む
こともできる。しかし、粉末内の重金属の密度は１立方センチメートル当たり1.4グラム
にしかならない。セラミックの7分の１程度である199。 

図 11 固定化されたプルトニウム処分のためのディープ・ボアホールの概略図 
この例では、ボアホールの深さは約 5 キロメートル。下の半分は、基盤地殻岩石に完全に囲ま
れており、ここに固定化されたプルトニウムが入る。ボアホールは、埋め戻され、ボアホール
の周りの岩に切り込んで施す何重ものシール（密封材）でブロックされる。ボアホールの頂部
は、もっと多孔性の岩の部分を通過するが、埋め戻され、さらにシール(密封材)が施される。セ
メント、粘度、アスファルトなどが使われうる。比較のために示してある通り、典型的な地層
処分場は約0.5キロメートルの深さに作られる。20世紀の最も高い高層ビルの高さに匹敵する。
出典： Harold Feiveson, Alexander Glaser, Zia Mian and Frank von Hippel, Unmaking the Bomb (MIT 
Press, 2014) Figure 9.3. 
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中間的な戦略は、ウラン酸化物の粉末をプルトニウム酸化物の入った缶の周りに1立方
センチメートル当たり約4グラムの密度まで詰め込むというものである200。これだと、ボ
アホール1本当たり約4トンのプルトニウムを定置することができ、50トンのプルトニウ
ムを収容するのに必要なボアホールは13本となる。5キロメートルの深さのボアホール
を1本作り、プルトニウムを入れ、密封するのにかかるコストは4000万ドルと見積もら
れている201。 

プルトニウムを中に埋め込むことのできる低浸出性のセラミックに関する論文は大量に
ある202。しかし、特別に設計した低浸出性の廃棄物形態というのは必要ないかもしれな
い。熱膨張と収縮、あるいは、核分裂生成物のガスによって亀裂を生じたペレットの入
った使用済み燃料の中にあるもっと大量のプルトニウムが地層処分場には入れられるこ
とになるからである。 

1つの根本的な問題は、ボアホールの立地の方が掘削して作る地層処分場の立地より政
治的に実現しやすいか、言い換えると、ディープ・ボアホールの深さの程度と幅の狭さ
とのために、人々にとってその安全性が直感的に明白と感じられるかどうかである。 

米国エネルギー省の「プルトニウム処分作業グループ」はそうではないと想定した203。
この想定は、候補地で「フォーカス・グループ」を対象にテストすることができる。 

公衆による受け入れに関する1つの潜在的な問題は、近年、地層処分場における放射性
廃棄物処分の「可逆性」が強調されているということであるかもしれない204。たとえば、 

*フランスの2006年「放射性物質・廃棄物の持続可能な管理に関する法律」は、次のよ
うに定めている。「用心のため、許可は、処分プロセスの可逆性を保証しなければなら
ない期間を規定するものとする。どんな場合でも、その最低限期間は100年未満であっ
てはならない」205。 

*カナダの「核廃棄物管理機関（NWMO）」は、2005年に、使用済み燃料処分場のパフ
ォーマンスに関する地下でのモニタリングは、アクセス坑道や立て坑が最終的に閉鎖さ
れるまで、240年継続することを勧告している206。 
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国際的透明性 
非核兵器国では、プルトニウムの埋設は、使用済み燃料の中に入っているものも含め、
処分場の埋め戻しが行われるまでプルトニウムの転用が行われていないことを検証する
ため IAEA によるモニタリングが実施される。IAEA はまた、処分場を永久的に監視す
る責任を負うだろう。処分場に再度入るようなことになった場合、中のプルトニウムが
保障措置下に置かれた活動から転用されるようなことがないようにするためである。 

「核不拡散条約（NPT）」の加盟国である5つの核兵器国は、同条約の6条において「核
軍縮［に関する］条約について、誠実に交渉を行うこと」を約束しており、これが成功
すれば、5カ国は非核兵器国となる。IAEA がこれらの国々の余剰プルトニウムのモニタ
リングを行えば、将来における5カ国の非核兵器国の地位の検証に役立ち、短期的には
大幅削減協定についての信頼を高める。 

核兵器国において大量のプルトニウムを埋設する最初のプログラムは、プルトニウムに
汚染された廃棄物をまとめて「廃棄物隔離パイロット・プラント（WIPP）」に埋設す
るという米国のプログラムかもしれない。2013年末の時点で、米国は IAEA に対し、
WIPP で4.5トンプルトニウムが処分されたと報告している207。 

WIPP を地下処分場の透明性に関する実証サイトとする可能性についてエネルギー省の
サンディア国立研究所の専門家等による検討がなされたことはあるが208、WIPP に埋設
されている廃棄物に入っているプルトニウムの量について IAEA が実際に検証したこと
はない。これは1つには、財政難に悩まされている IAEA が核兵器国における検証とい
う事業に取り組みたがらないためである。 

米ロの2000年「プルトニウム管理・処分協定」には、両国がそれぞれのプルトニウム処
分に関するモニタリングの取り決めについて IAEA と交渉するとの約束が盛り込まれて
いる。2014年末の時点で、これらの交渉は終結していない。 

  



 

MOX利用に代わる道  41 

結論 
米国サウスカロライナ州にあるエネルギー省のサバンナ・リバー・サイトで建設中の
MOX工場の大幅な予算超過のため、オバマ政権は、2013年にMOXによるプルトニウ
ム処分は「負担しきれないかもしれない」との結論を下した。この結果、プルトニウム
を廃棄物として直接処分する可能性についての政策的関心が米国において再燃すること
になった。 

外国の分離済みプルトニウムを MOX 燃料にする英国での試みは技術的問題に直面し、
セラフィールド MOX 工場は放棄された。このため、英国は、少なくとも形式的には、
プルトニウムの直接処分の道を検討した。 

日本とフランスは、未だに、MOX のみに焦点を合わせている。そして、それぞれの政
府の方針が使用済み燃料を再処理するというものである限り、この状況は続くだろう。
しかし、日本の計画は大幅に遅れており、フランスは近いうちに、同国の MOX 燃料を
照射してきた原子炉の退役という問題に直面するかもしれない。 

1990年代末、米国は「キャン・イン・キャニスター」というオプションを相当詳しく検
討した。プルトニウムを固定化し、元々そこからプルトニウムを分離して取り出した高
レベル再処理廃棄物の一部の中に埋め込むというものである。これは、使用済み燃料の
中にあるプルトニウムの場合のように、プルトニウムの周りに放射線のバリアを作り出
す1つの方法である。使用済み燃料は放射線のバリアがあるために、厚い放射線遮蔽物
の後ろから遠隔操作で化学的・物理的作業を行うことによって以外は、中に含まれるプ
ルトニウムにアクセスすることはできない。「キャン・イン・キャニスター」アプロー
チは、既存の廃棄物形態の量の大きさと比べた場合、増加分はごくわずかだという点で
MOX と同じメリットを持つ。既存の廃棄物形態のために、いずれにせよ、地層処分場
を何処かに作らなければならないからである。 

このオプションは、米国にとってはとりわけ、現在も興味あるものと言えるかもしれな
い。米国は再処理廃棄物を向こう数十年にわたって処分することになるからである。 

英仏両国では、高レベル廃棄物のガラス固化が再処理と並行して行われており、「キャ
ン・イン・キャニスター」オプションは、再処理が終わるずっと前に計画しない限り不
可能かもしれない。 

しかし、他のオプションもある。魅力が増していると思われるのは、ディープ・ボアホ
ール(超深孔)処分である。放射線バリアは伴わないが、閉鎖後の地層処分場の場合より
もプルトニウムを取り出すのはずっと難しいだろう。 

地下処分場で放射線バリアを設けずにプルトニウムを処分する可能性もある。米国が「廃
棄物隔離パイロット・プラント（WIPP）」でやっている方法である。このような場合
には、処分場の中の処分プルトニウムを含む「部屋」・処分坑道が閉じられるまでは、
特別なセキュリティーの手はずが必要となるだろう。米国エネルギー省は、ドラム缶当
たり1キログラム以下であれば、プルトニウムは十分に希釈されており――とりわけ、プ
ルトニウムの分離が困難な化学物質とプルトニウムが混ぜられている場合には――これ
は必要ないと考えている。しかし、これについては議論が必要だろう。WIPP の場合に
は、ドラム缶の中心に置かれたプルトニウムを入れたパイプは、わずか12リットルほど
の体積しかなく、ドラム缶から取り出させる可能性がある209。 
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長期的には、処分場が閉鎖され、ガンマ線のほとんどを提供する半減期30年のセシウム
137が減衰してしまった後は、中にあるプルトニウムの悪用に対する防御を提供するの
は地下処分場の深さと永久的な形の国家・国際組織によるモニタリングとになるだろう。 

国によっては、1つのプルトニウム処分方法だけでは不十分かもしれない。MOX燃料に
専心しているフランスも、実質的に「貯蔵用 MOX」の形で所有している20トン以上の
プルトニウムを直接処分することになるかもしれない。どの処分オプションも何らかの
問題を伴うということを考えれば、米国も、少なくとも二重路線アプローチに戻るべき
だろう。WIPP、「キャン・イン・キャニスター」、ディープ・ボアホールは、すべて、
様々なタイムラインで追求する価値があると思われる。 

MOX は、かつて、コストが容認できるもののように見え、使用済み燃料と共に処分で
きる廃棄物形態を生み出した。いまでは予測されたよりも高くつき、技術的にも難しい
ことが判明している。直接処分の様々な方法は、それぞれ、やっかいな問題を伴ってい
るが、すべてを検討すべき時である。 

理想的には、余剰プルトニウムの問題を抱えている国々が、直接処分の諸オプションを
検討するための共同計画を始めるのがいい。しかし、このような協力の短期的な可能性
は、仏・日・ロ各国が再処理にコミットし続け、英国政府が解決策の提言を原子力産業
に頼っている限り、限定的なものとなるだろう。MOX プログラムが放棄された場合に
は、これらすべての国の原子力エスタブリッシュメントは、関連したノーハウや産業的
能力を持っており、直接処分に関与する商業的関心を持つだろう。 
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文末注  

1. 軽水（普通の水）で冷却する「軽水炉（LWR）」（発電用原子炉として最も一般的）の使用済み燃料には約
１％の割合でプルトニウムが入っている。 

2. IAEA, Communication Received from Certain Member States Concerning their Policies Regarding the Management of 
Plutonium［一部の加盟国から当該国のプルトニウムの管理に関する政策について受領したコミュニケーショ
ン］, INFCIRC/549,16 March 1998. � 

3. 1970年代から何十年にもわたって、フランスと日本の再処理推進派は、発電用原子炉の使用済み燃料から分離
されたプルトニウムは発電用原子炉の燃料よりも照射度のずっと低いウランから分離された「兵器級」プルト
ニウムと同位体組成が異なるから核兵器には使えないと主張した。いまではこの主張は以前ほど頻繁にはされ
なくなったが、今日でも聞かれる。1978年に米国の核兵器設計者ロバート・セルデンがフランスと日本の再処
理エスタブリッシュメントの指導者らを対象にブリーフィングをして、「原子炉級」プルトニウムも核兵器に
使えることを説明した。フランスの再処理推進派の反応は、「あなたがなんと言おうが、我々のプルトニウム
は潔白だ」というものだった。1995年にフランスの原子力委員会のある高官は、原子炉級プルトニウムの兵器
利用可能性についてフランスの核兵器設計者らが同国の再処理エスタブリッシュメントに対してなんといっ
ているのかと聞かれた際に次のように答えている。「彼らがいうことは違う！」 

1993年、元ロスアラモス核兵器設計部門責任者が、プルトニウムの同位体組成がどうであろうと長崎型の設計
でも少なくとも TNT爆薬換算で1000トン（1キロトン）相当の威力を持つことを説明する非機密文書を発表し
た。J. Carson Mark, “Explosive Properties of Reactor-Grade Plutonium（原子炉級プルトニウムの爆発特性）,” 
Science & Global Security Vol. 4 (1993) pp.111–128。1997年には、米国の核兵器研究所の専門家のグループがこ
の問題について2ページの非機密要約ステートメントを出し、結論としてこう述べた。「原子炉級プルトニウ
ムは、洗練されていない核拡散者であると先進核兵器国であるとにかかわらず、核兵器に利用することができ
る。分離済みプルトニウムの盗取は、それが兵器級であれ原子炉級であれ、深刻な安全保障リスクをもたらす。」
(Nonproliferation and arms control assessment of weapons-usable fissile material storage and excess plutonium disposi-
tion alternatives［核兵器利用可能核分裂性物質の貯蔵および余剰プルトニウム処分方法に関する核拡散・軍備
管理評価］ (U.S. Department of Energy, DOE/NN-0007, 1997), pp. 38–39)。 

このような勧告の結果、IAEAは、非核兵器国におけるプルトニウムの保障措置においてプルトニウムの等級
を区別しない。ただし、プルトニウム238の含有率が80％を超えるプルトニウムは除外している（半減期が88

年と比較的短いため、プルトニウム238はキログラム当たり0.5キロワットの崩壊熱を出す）。 

4. 軍事用プルトニウムでは核弾頭1個当たり3kg、民生用プルトニウムでは保守的に、第一世代（長崎型）核兵器
1個当たり、製造過程ロスも含めて8kgという IAEAの想定を使用（IAEA Safeguards Glossary（IAEA保障措置
用語集）, 2001 Edition, p. 23）。� 

5. 5. ロシアと米国に関しては、「防衛目的にもはや必要とされないと指定されたプルトニウムの管理と処分お
よびこれに関連した協力に関する米国政府とロシア政府の間の協定」（2000年プルトニウム管理・処分協定
（2010年議定書による改定版）http://fissilematerials.org/library/PMDA2010.pdf)においてそれぞれが余剰と宣言し
た兵器級プルトニウム34トンがこれに入る。米国は、2005年、さらに9トンの兵器級プルトニウムを余剰と宣
言した。IAEAへの2014年の宣言において(INFCIRC549/A6/17)米国は、さらに4.5トンを「廃棄物」として処分
したと述べている。ニューメキシコ州の地下深くの地層処分場「廃棄物隔離パイロット・プラント（WIPP）」
での処分である。英国は、1998年に0.3トン兵器級プルトニウムを余剰と宣言した(Global Fissile Material Report 

2010, p. 78)。 

6. インドはその増殖炉計画のために分離したプルトニウムは「戦略的」なものであり、IAEAの保障措置の対象
ではないと宣言している。これにより、インドは、このプルトニウムあるいは同国の増殖炉によって生み出さ
れたプルトニウムを核兵器目的に使うオプションを維持している。「プルトニウム生産炉に関わる協力に関す
る米国政府とロシア連邦政府の間の協定」（1997年9月23日）の下で、ロシアは1994年9月以後その生産炉で生
産されたプルトニウムを核兵器用に使わないことに同意した（Global Fissile Material Report 2011, endnote 120）。 
ロシアが余剰と宣言した34トンにはこの約6トンのプルトニウムは含まれていないと推定される（Global Fis-
sile Material Report 2010 (IPFM, 2010) Table 3.5）。1998年戦略防衛レビューにおいて、英国は、セラフィールド
再処理工場に保管されている政府所有の原子炉級プルトニウム4.1トンを核兵器目的上、余剰と宣言した。米
国が「国家安全保障上の必要にとって余剰」と宣言した政府所有の分離済みプルトニウムのうち、地下深くの
「廃棄物隔離パイロット・プラント（WIPP）」で廃棄物として処分されていない49トンには、兵器級ではない

6.6トンが含まれる（IAEA, “Communication Received from the United States of America Concerning its Policies 
Regard the Management of Plutonium, INFCIRC/549/Add.6/17, 6 October 2014 and United States Plutonium Balance, 
1944 –2009 (U.S. Department of Energy, 2012), Table 3）。 

7. フランスおよび英国にある外国の分離済みプルトニウムで日本所有でないもの。� 
8. 2000 Plutonium Management and Disposition Agreement as amended by the 2010 Protocol, op. cit. � 
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9. 2000 Plutonium Management and Disposition Agreement as amended by the 2010 Protocol, op. cit., Annex on Quanti-
ties, Forms, Locations, and Methods of Disposition. � 

10. Department of Energy (DOE) FY 2016 Congressional Budget Request, Vol. 1, pp. 635-6. � 
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